
（１）世界の食料事情と農産物貿易交渉

ア　世界の農産物貿易と食料需給
（世界経済の拡大とともに、農産物貿易も拡大）

世界経済は、2007年前半は、中国、インド等での経済成長を受け、堅調な成長を遂げたが、

後半は金融市場の不安定な状況を受け、緩やかな成長となった＊１。こうしたことから、

2008年の成長率は、2007年の4.9％から3.7％に低下する見通しである＊２。

世界経済の拡大とともに世界の貿易額は増大しており、2007年は13兆9,400億ドルと10年

前の２倍となっている＊３。

世界の農産物貿易額も、2005年には過去最高の6,700億ドルを記録し＊４、また、世界の食

料輸入総額は、2007年には前年より21％増加して過去最高額になると予測されている＊５。

（農産物は貿易率が低く、輸出は特定の国や地域が占有）

農産物貿易は、今後、一層拡大することが見込まれているが、農産物は基本的に生産国内

の消費に仕向けられるものであることから、鉱工業品に比べ貿易率が低い傾向にある（図

Ⅱ－１）。また、主な農産物の輸出は、上位１～５位の国・地域で全体の７割以上を占めて

おり、特定の国・地域に集中している（図Ⅱ－２）。

このため、輸出国での不作や作付けの転換等が国際市場に大きな影響を及ぼす構造となっ

ている。
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第１節　食料自給率の向上と食料の安定供給

図Ⅱ－ 1 主要農産物等の貿易率（2006年） 図Ⅱ－ 2 主要農産物の輸出国別割合（2006年）

資料：米国農務省「Marketsand and Trade Data（April 2008）、米国 
　　エネルギー省調べ、（社）日本自動車工業会調べを基に農林水産省 
　　で作成 
　注：1）貿易率＝輸出量/生産量×100 
　　　2）石油は生産量、輸出量上位15か国の計。乗用車は2005年の 
　　　  数値。輸出量は主要国の輸出量（台数）の計 
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資料：米国農務省「Markets and Trade Data（April 2008）」を基に農林水産省 
　　で作成 
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＊１　国際通貨基金（IMF）「World Economic Outlook Update January 2008」
＊２　国際通貨基金（IMF）「World Economic Outlook April 2008」
＊３　世界貿易機関（WTO）「WORLD TRADE 2007, PROSPECTS FOR 2008（April 2008）」輸入額ベース
＊４　国連食糧農業機関（FAO）「FAOSTAT」
＊５　国連食糧農業機関（FAO）「Food Outlook（November 2007）」



（穀物の在庫水準は食料危機といわれた1970年代初めと同水準）

世界の穀物の需要量は、人口の増加、所得水準の向上に伴い増加しているが、期末在庫率

は、生産量が主要穀物の連年の不作によって減少したことにより、需要量を下回る年が続い

たことから、食料危機といわれた1970年代初めの水準まで低下している（図Ⅱ－３）。

（食料需要の一層の増大が見込まれる一方、生産面では多くの不安定要因が存在）

現在、66億人の世界の人口は＊１、2050年には92億人に、このうち開発途上国の人口は79

億人まで増加すると予測されており＊２、食料需要の一層の増大が見込まれる。特に、世界

の人口の４割を占める中国とインドは、今後、急速な経済成長が見込まれ、両国の食料需要

の変化が世界の食料需給に大きな影響を及ぼすと考えられる。また、所得向上による食生活

の変化に伴う畜産物・油脂類の需要増加は、飼料穀物や油糧原料の需要増加をもたらし、

2050年の世界の穀物需要は、1999～2001年の1.6倍（30億t）に増大すると予測されている＊３。

今後、増大する食料需要に対応するため、技術革新によるさらなる単収の増加を実現する

ことが課題である。また、世界の食料生産の４割は、世界の全耕地面積の２割のかんがい耕

地で生産されていることから（2002年）＊４、かんがい耕地を拡大させていくことも課題の一

つであるが、新しいかんがい耕地の確保には、国際河川や地下水からの取水の面で制約があ

る。また、人口増加や経済発展により水の工業利用や生活利用の割合が上昇し、農業利用の

割合が低下しており、水資源の確保に国際的な関心が高まっている＊５。さらに、我が国が

輸入農産物の多くを依存する米国や豪州をはじめとして、将来的に局地的な水不足が懸念さ

れる国・地域が存在している。

このほか、穀物の単収の伸び率の減少や、地球温暖化の進行に伴う異常気象が頻発するな

ど、生産面では多くの不安定要因が存在している。

＊１　米国中央情報局（CIA）「World Fact Book 2007」
＊２　国連「World Population Prospects：The 2006 Revision 」
＊３　国連食糧農業機関（FAO）「World agriculture:towards 2030/2050」
＊４　国際水管理研究所（IWMI）「Water for food, Water for life」
＊５ 「水問題」については、2008年７月の北海道洞爺湖サミットでも「人間の安全保障」の観点から取り上げられる
予定
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図Ⅱ－ 3 穀物の生産量、需要量、期末在庫率等の推移
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資料：国連「World Population Prospects：The 2006 Revision」、米国農務省「Grain：World Markets and Trade（April 2008）」、「PS&D」を基に 
　　農林水産省で作成 
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（バイオ燃料の需要拡大が世界の食料需給に影響を及ぼす懸念）

これらに加えて、近年、原油価格の高騰や地球温暖化対策を背景として、世界的にバイオ

燃料の需要が高まっているが、特に、とうもろこしやさとうきびを原料とするバイオエタノ

ール生産は、米国やブラジルを中心に急速に拡大しており＊１、食料需要との競合が大きな

問題となっている。このため、バイオエタノールをはじめとするバイオ燃料の需要拡大が世

界の食料需給に影響を及ぼすことが懸念されている。

例えば、米国のとうもろこしの生産に占めるバイオエタノール用の割合は増加傾向にあり、

2007年には25％（32億ブッシェル（8,100万t））で（図Ⅱ－４）、また、2016年には生産量に

占める割合が３割になると見通されている＊２。米国のとうもろこしは、世界の輸出量の６

割を占めており＊３、世界全体の需給に多大な影響を及ぼす可能性がある。

（海外では遺伝子組換え作物の栽培面積が増加）

一方、食料需要の増大に対し、生産量を確保するため、遺伝子組換え作物の生産が増大し

ている。海外での遺伝子組換え作物の商業栽培面積は、1996年に170万haであったが、年々

増加の一途をたどり、大豆、とうもろこしを中心に、2006年には１億haを超えるまでにな

っており、穀物では世界の作付面積の15％を占めている＊４。米国やカナダをはじめ、我が

国の主な農産物の輸入先国において、高い割合で遺伝子組換え作物が栽培されている（図

Ⅱ－５）。

非遺伝子組換え作物に対する需要が高い我が国にとっては、今後、その安定的な確保が困

難となる可能性も考えられる。
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図Ⅱ－ 4 米国におけるとうもろこし
の生産量と使用状況の推移

図Ⅱ－ 5 主要国における遺伝子組換え
作物の栽培状況

資料：米国農務省「Feed Grains Database（March 2008）」を基に農林 
　　水産省で作成 
　注：数字は、生産量に占めるバイオエタノール用の割合 
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　　資源経済局の資料を基に農林水産省で作成 
 

＊１ F. O. Licht調べ。世界のバイオエタノール生産量5,132万kr（2006年）のうち、米国が1,985万kr、ブラジルが
1,783万kr。

＊２　米国農務省（USDA）「Agricultural Projections to 2016」
＊３　米国農務省（USDA）「Grain：World Markets and Trade（April 2008）」における2006年の値
＊４　国際アグリバイオ事業団（ISAAA）調べ



イ　我が国の農産物貿易の動向
（我が国は、世界最大の農産物純輸入国）

我が国の農産物輸入額は、円高の進展や世界的な貿易自由化の流れのなか、食生活の多様

化等を背景として増加し、2007年には過去最高の５兆5,304億円＊１に達し、大幅な輸入超過

となっている。また、WTO交渉等を通じ、農産物貿易の自由化を進めてきた結果、世界最

大の農産物純輸入国となっている（図Ⅱ－６）。一方、農産物輸出は、世界的な日本食ブー

ムや東アジアの経済発展等を背景として増加傾向にあり、2007年には2,220億円＊２となって

いる。

（我が国の農産物輸入は特定国に依存）

我が国の農産物輸入は、米国（全輸入額の31.1％）、EU（同13.4％）、中国（同12.6％）、豪

州（同8.7％）、カナダ（同6.1％）の上位５位の国・地域で７割以上を占めており、とうもろ

こしでは米国が９割を超え、牛肉では豪州が８割を占めるなど、特定国に依存した構造とな

っている（図Ⅱ－７）。
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図Ⅱ－ 6 我が国と主な国の農産物貿易額（2005年）
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（とうもろこし） （大豆） （小麦） （牛肉） 

＊１　財務省「貿易統計」（2007年）
＊２　財務省「貿易統計」（2007年）。アルコール飲料及びたばこを除く農産物の金額



（主な輸入農産物の生産に必要な作付面積は、我が国の耕地面積の2.7倍）

また、主な輸入農産物の生産に必要な農地面積は1,245万haと試算され、我が国の耕地面

積の2.7倍に相当する農地を海外に依存した形となっている（図Ⅱ－８）。

このため、不測の事態に備え、平素から農地や農業用水を確保しつつ、農業の担い手の育

成・確保、農業技術水準の向上等を図り、食料供給力を強化しておく必要がある。
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図Ⅱ－ 8 主な輸入農産物の生産に必要な海外の作付面積
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資料：農林水産省「食料需給表」、｢耕地及び作付面積統計」、「日本飼養標準」、財務省「貿易統計」、FAO「FAOSTAT｣、 
　　米国農務省「Year book Feed Grains」、米国国家研究会議（NRC）「NRC飼養標準」を基に農林水産省で作成 
　注：1）単収は、FAO「FAOSTAT」の2003～05年の各年の我が国の輸入先上位3か国の加重平均を使用。ただし、畜産物 
　　　  の粗飼料の単収は、米国農務省「Year book Feed Grains」の2003～05年の平均 
　　　2）輸入量は、農林水産省「食料需給表」の2003～05年度の平均 
　　　3）単収、輸入量ともに、短期的な変動の影響を緩和するため3か年の平均を採用 
　　　4）（　）内は我が国の作付面積（2007年） 
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農産物を輸入するということは、輸入農産物が海外で生産される際に使用されている水資源も一緒に輸入
しているともいえます。このように間接的な形で輸入している水資源を把握する方法として、仮想水（バー
チャルウォーター）という考え方があります。これは、ある国が輸入している品目を自国で生産すると仮定
した場合に必要な水資源量です。主な輸入農産物（穀物5品目、畜産物 4 品目）の生産を我が国で行った場
合に必要な仮想水は627億m3（2000年）と試算されており＊１、国内の農業用水使用量の552億m3（2004年）＊２

を上回っています。品目別には、牛肉1 kgに20.6ｔ、豚肉1 kgに5.9ｔ、大豆1 kgに2.5ｔの水が必要です。
一方、食事メニューごとにみると、例えば、牛丼（並）やカレーライスに必要な水の7割は輸入されてい

る計算になります。
我が国が輸入農産物の多くを依存する米国や中国等で水不足が懸念されており、世界の水資源の問題が私

たちの食生活に密接に結び付いていることにもっと目を向ける必要があります。

我が国への品目別仮想水の量（2000年） 食事メニューごとに必要な仮想水の量（1人分） 
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資料：東京大学生産技術研究所の沖大幹教授等のグループによる試算 
　注：1）仮想水の欄（　）内は、風呂（180R）に換算した場合の杯数 
　　　2）輸入仮想水の割合は、食材に占める輸入割合（自給率は2006年度）から算出 
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メニュー 仮想水 
（R） 

輸入仮想水 
（％） 

牛丼（並） 

カレーライス 

アイスクリーム 

オレンジジュース 
　（200mR） 

＊１ 東京大学生産技術研究所の沖大幹教授等のグループによる試算。このほか、沖大幹教授等のグループでは、輸出
物資を生産するために輸出国で実際に消費された水資源量を取水源別に推計した「ウォーターフットプリント」の
試算も行っている。

＊２　国土交通省「平成19年版 日本の水資源」



（国民全体で食料問題の認識を共有し、食料の未来を確かなものとしていくことが必要）

将来的に、世界の食料需要が増大すると見込まれる一方、生産面では多くの不安定要因が

存在しており、世界の食料需給は中長期的にひっ迫する可能性がある。

我が国の食料供給は、その多くを海外に依存することで成り立っているため、ひとたび穀物需

給がひっ迫し、国際価格が高騰するような事態となれば、国内の食料品価格にも直接的な影響

が及ぶなど、輸入への過度の依存には一定のリスクを伴うことを改めて認識する必要がある。

その一方で、我が国では、男性の肥満や女性のやせにみられる食生活の乱れがあること、

世界の食料援助量の３倍に相当する年間1,900万ｔという膨大な量の食品が廃棄されている

こと等、現代人のライフスタイルにかかわる課題が存在する。さらに、世界では、我が国を

含む少数の先進国における「飽食」と、多数の開発途上国を中心とした約８億５千万人に上

る「飢餓」が併存しているという実態もある。

今後とも、食料の安定供給を確保していくためには、国内生産の増大を基本として、これ

と輸入、備蓄とを適切に組み合わせていく方針のもと、国産の農産物を消費することが、食

料自給率の向上だけでなく、健康、ふるさと、環境の面からも望ましいことについて、広く

国民の理解と共感を得ていく必要がある。そのうえで、限られた国内農地を有効に活用して、

国内農産物の生産をふやすとともに、これを食品産業や消費者が積極的に利用するなど、食

料の生産・消費両面にわたる課題に、国や地方公共団体だけでなく、農業者、食品関連事業

者、消費者がそれぞれできることから長続きする形で一体的に取り組む必要がある。
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食料の不測時の対応
凶作や輸入の途絶等の不測の要因により

食料需給がひっ迫するような場合にも、最
低限度の食料供給を確保していく必要があ
るため、農林水産省では「不測時の食料安
全保障マニュアル」（2003年 3月）を策定
しています。このマニュアルにおいては、
事態の深刻度（レベル）に応じて、情報収
集・分析・提供、備蓄の活用、価格動向の
調査・監視、緊急の増産、熱量効率の高い
穀類やいも類への生産の転換、農地以外の
土地の利用等の対策を実施することとされ
ています。
我が国は、食料の6割を輸入に頼っていますが、仮に、輸入が完全に途絶する事態に陥ったとき、肉類や

野菜から、いも類等の熱量効率の高い作物に生産転換することで、国内生産のみで国民 1 人 1 日当たり
2,020kcalの熱量供給が可能であると試算されています＊１。この熱量で最低限必要な熱量は確保されますが、
食事内容は、現在とかけ離れたものになります。

2,020kcalの食事の例

レベル 
0

レベル 
1

レベル 
2

レベル1以降の事態に発展するおそれがある場合 
・情報収集・分析・提供　　　・備蓄の活用と輸入の確保 
・関係者の取組の促進　　　　・価格動向等の調査・監視 

特定の品目の供給が、平時の供給を2割以上下回ると予測される場合 
・緊急の増産　　　　　　　　・適正な流通の確保 
・標準価格の設定など価格の規制 

1人1日当たり供給熱量が2千kcalを下回ると予測される場合 
・生産の転換　　　　　　　　・農地以外の土地の利用 
・割当て・配給及び物価規制　・石油の供給の確保 

資料：農林水産省「不測時の食料安全保障マニュアル」 

資料：農林水産省「パンフレット「いざという時のために」～不測時の食料安全保障について～｣ 

茶碗1杯 

ぬか漬け1皿 

粉吹きいも1皿 

朝　食 

果物 
（りんご1/4個分相当） 

蒸かしいも1個 

昼　食 

茶碗1杯 

焼きいも1本 

夕　食 

加えて、加えて、うどうどんん22日日にに11杯、みそ杯、みそ汁汁22日日にに11杯、納杯、納豆豆33日日にに22パック、牛パック、牛乳乳66日にコッ日にコッププ11杯、たま杯、たまごご77日日にに11個、食個、食肉肉99日日にに11食食  加えて、うどん2日に1杯、みそ汁2日に1杯、納豆3日に2パック、牛乳6日にコップ1杯、たまご7日に1個、食肉9日に1食 

焼きいも2本 

焼き魚1切 

＊１ 2015年度における農地の見込み面積（450万ha）等を前提に、熱量効率を最大化した場合の試算（食料・農業・
農村基本計画（2005年３月策定））

事態の深刻度（レベル）に応じた対策の概要
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食料の未来を描く戦略会議
食料をめぐる世界情勢に変化のきざしがみられるなか、毎日の生活に欠くことのできない食料について、

世界の状況を正確に把握したうえで、国民に対する食料の安定供給の確保を図るための方向性について議論
し、食料問題に関する認識を国民全体で共有するため、食料についての生産・流通・消費の専門家のほか、
学識経験者を交えた「食料の未来を描く戦略会議」（食料・農業・農村政策推進本部長（内閣総理大臣）決
定により、農林水産大臣主催）が2007年7月から2008年5月まで開催されました。
合計5回の会合を通じて、世界の食料需給の現状と将来の見通し、食料の6割を輸入する我が国の食料供

給に及ぼす影響などが議論され、食料の未来を確かなものとするために関係者が取り組むべき事項が国民へ
のメッセージとして取りまとめられ、生源寺座長から、食料・農業・農村政策推進本部長である福田内閣総
理大臣に報告されました。
また、このメッセージを受けて、食料・農業・農村政策推進本部においては、2008年度の政策方針であ

る「21世紀新農政2008」が決定され、食料供給力の強化を含む食料の安定供給に向けて、関係府省庁が一
体となって取り組んでいくこととなりました。

世界の食料需給をめぐる状況が大きく変化 

世界 
市場 

他の輸入国 

日本 

国内生産 

国内消費 

輸出国 

国内生産 

国内消費 バイオ燃料 

輸出国が特定の国に 
限られるため、国際 
価格が大きく変動 

他の輸入国 
と食料を奪 
い合い 

食料確保のため 
高価格でも輸入 
せざるを得ない 

自給率 
39％ 

国内供給 
を最優先 

途上国を中心とする 
人口と所得の増加に 
より、食料需要が拡大 

基本的に 
は、余剰 
分を輸出 

資料：農林水産省作成 

食料の未来を描く戦略会議委員 

大木美智子　　消費科学連合会会長 
川勝　平太　　静岡文化芸術大学学長 
木場　弘子　　キャスター、千葉大学特命教授 
佐々木孝治　　ユニー㈱取締役会長 
澤浦　彰治　　グリンリーフ㈱代表取締役社長 

（座長）生源寺眞一　　東京大学大学院農学生命科学研究科長・農学部長 
高田万由子　　タレント、女優 
ももせいづみ　　生活コラムニスト 

（座長代理）養老　孟司　　東京大学名誉教授 
米倉　弘昌　　住友化学㈱代表取締役社長 
 （五十音順、敬称略） 
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食料の未来を確かなものにするために

【世界の食料事情は深刻化】
1 世界の食料にかつて経験したことのない変化が起きています。増え続ける世界人口と中
国・インドなどの人口大国の経済発展が食料需要を大きく押し上げる一方、砂漠化の進行
などによる農地の縮小や面積当たり作物収量の伸びの鈍化のもとで、食料の需給はひっ迫
し、農産物の国際価格は史上最高水準に高騰しています。
今後、食料供給力の大幅な拡大は期待しにくく、世界の食料需給はひっ迫の度合いを増

していくものと見込まれます。食用作物のバイオ燃料への転用という新たな需給ひっ迫の
要因も強まっています。さらに、異常気象の頻発や水資源の不足、家畜伝染病の発生など
によって、世界の食料供給は安定性を失いつつあります。

【わが国の食料供給力は弱い】
2 私たちは食料の6 割以上を海外から輸入しています。狭小な国土のもとで豊かな食生活
を送るためには、海外の食料にある程度依存することには止むを得ない面もありますが、
これ以上依存度を高めれば、食料供給の不安定感が高まります。
今日、わが国では、持続性に優れた生産基盤である水田をはじめとする国内の農業資源

は十分に活用されることなく、耕作放棄地や不作付地が拡大しています。また、輸入食料
を特定の少数の国に依存しているため、わが国の食料供給の構造が相手国の供給余力に左
右されやすいことを認識する必要があります。

【食生活の乱れが引き起こすさまざまな問題】
3 豊かな食生活も行き過ぎるとさまざまな問題を引き起こします。
1980年頃のわが国の食生活は、栄養バランスの点で理想的と評価されていました。その

後、減少してきた米の消費量はさらに減り、畜産物や油脂の消費量が増えた結果、今日の
食生活は肥満や生活習慣病につながりやすいものとなるとともに、食料自給率も39％に低
下してしまいました。朝食をとらない子供や若者がいるといった食生活の乱れも看過でき
ません。また、家庭で廃棄される食料も、1人当たり年間80キログラムを超える水準にあ
ります。

【広く理解と共感を得ること】
4 このような食料をめぐるさまざまな問題は、私たち自身の未来に関わる重要な問題です。
こうした認識のもと、米をはじめとする国産の農産物を消費することが、食料自給率の

向上のみならず、私たちの健康増進やふるさと・農村の活性化、地球環境の保全などの観
点からも望ましいことについて、広く理解と共感を得ていく必要があります。
特に、学校や家庭などあらゆる教育の場において、食料と農業と生命の大切さを子供と

若者に具体的なかたちで伝えることが重要です。

【国内の農業資源の有効活用】
5 食料の未来を確かなものにするためには、何よりも国内の農業資源を有効活用する必要
があります。
耕作放棄地を解消するなど国内の限りある農地を十分利用することが大切です。農業者

の声に耳を傾けるなどにより、そのための条件を明らかにする必要があります。
また、しっかりした技術と高い意欲を有する農業経営を育てるとともに、こうした農業

経営を中心に多彩な人々が農の営みに参画できる仕組みを構築することが求められていま
す。農業技術の開発・普及や農業経営の教育を通じて、人材を育てることも重要です。

平 成 20 年 5  月 7  日
食料の未来を描く戦略会議〕〔
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【消費者の国産ニーズに応える努力】
6 私たちの食生活は、日本の農業のあり方に結びついています。国内の農業資源に立脚し
た食生活の広がりは、農業に活力を呼び戻します。今日の食生活には加工食品や外食が欠
かせないことから、国産食料の利用拡大に向けて食品製造業や外食産業の理解と協力も必
要です。
一方、国産の食料に対する消費者や食品産業のニーズに対して、農業者は的確に応える

ことが求められています。重要な点は、必要な量を安定供給できる仕組みを構築すること
であり、高い安全性と優れた品質を確保することです。安全性と品質は日本農業の国際競
争力の源泉にもなるはずです。また、安全性と品質の確保と偽りのない情報の提供につい
て、農業と食品産業は緊張感を持って行動する必要があります。

【長期的・戦略的な取り組み】
7 食料の未来を確かなものにするためには、長期的かつ戦略的な観点に立った取り組みが
欠かせません。例えば、米粉製品の開発・普及や水田における飼料米の生産、食品廃棄物
の飼料化が、食料需給のひっ迫に対処する農業資源の活用方策として重要性を増していま
す。
食料需給のひっ迫傾向が強まるとき、発展途上国の貧困層を中心に十分な食料を保障で

きない状態がさらに悪化することも懸念されます。世界の食料事情の安定は国際社会の安
定につながる点で、先進諸国の食料安全保障の問題とも密接に関係するものであり、わが
国は食料と農業に関する効果的な国際協力を積極的に行うべきです。

【食料の安定供給は国の責務】
8 いかなる事態のもとでも必要な食料を保障することは国のもっとも重要な責務であり、
そのための備えがあるからこそ、社会は日頃から安定した意思決定を行い、落ち着いた行
動をとることができます。
世界の食料需給がひっ迫傾向を強める中で、国内農業資源の確保、輸入食料の安定確保、
主食用・飼料用穀物の備蓄の重要性が増しています。ひっ迫する食料需給の下で、国はこ
れらの食料安全保障の具体策を確立する必要があります。
また、刻々変化する世界の食料事情について、正確な情報を迅速に伝えることで、社会

の冷静な行動を促すことも重要です。

【食料の未来を確かなものにするために】
9 食料の未来を確かなものにするためには、以上のような認識が広く共有され、国民の皆
さんがそれぞれの立場において、できることから長続きするかたちで取り組むことが大切
です。
一方、国と地方公共団体は農業者、食品産業事業者、消費者の取り組みを効果的に促進

する手段を講じる必要があります。特に、国は食料安全保障の具体策の見直しや長期的か
つ国際的な食料・農業戦略の樹立に全力をあげなければなりません。
揺るぎない国家戦略のもとで農業と食料をめぐる自由闊達な経済活動と交流活動が持続

可能なかたちで展開され、国内農業資源の有効利用が回復されるとき、そこに新時代の食
料をめぐる安全と安心の礎が築かれることを確信します。

○長期的・戦略的な取組

課　題 長期的・戦力的な取組（例） 

米粉製品の開発・普及 

飼料用米の生産 

食品廃棄物の飼料化 

（米粉パン・麺など） 

（エコフィード） 

○　米の消費減に伴い、現在は水田面積の4割
で生産調整調整を行っていること 
○　25％と低い水準にある飼料自給率 



ウ　農産物貿易交渉の動向
（WTO交渉やEPA/FTA交渉が進行）

世界経済は、これまで、ガット（関税及び貿易に関する一般協定）や1995年にガットの成

果を発展的に継承した世界貿易機関（WTO＊１）の体制のもとで、持続的に発展してきてい

る。現在、21世紀の貿易ルールの構築に向け、151の加盟国・地域＊２が共通のルールを決め

るWTO交渉を行っているほか、これに加え、WTOの多角的な貿易体制を補完するものとし

て、特定の国・地域間で関税撤廃等を行うEPA（経済連携協定）/FTA（自由貿易協定）＊３

に関する交渉等が進められている（図Ⅱ－９）。

（WTO農業交渉は2000年から開始）

現在、WTOドーハ・ラウンド交渉が進められており、農業、NAMA（鉱工業品等の非農

産品）、サービス等多岐にわたる分野で交渉が進められている。特に、農業交渉については、

2001年11月のラウンド立ち上げに先行する形で2000年３月から開始され、2004年７月末には

交渉の大枠を決める枠組み合意が成立した。また、2005年12月の香港閣僚会議においては、

輸出補助金を2013年までに廃止することや、後発開発途上国（LDC）＊４に対する関税の原則

自由化等が決定された（図Ⅱ－10）。
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図Ⅱ－ 9 世界の農産物貿易ルールの概要

資料：農林水産省作成 

WTO体制 

○どの国に対しても同様の条件で、関税等の 
　通商規則を定めることが原則（最恵国待遇） 
○関税、国内農業補助金、輸出補助金の削減 
　ルール等を交渉 

Ｅ
Ｐ
Ａ
・
Ｆ
Ｔ
Ａ
は
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Ｔ
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の
多
角
的
貿
易
体
制
を
補
完
 

自由貿易協定（FTA） 

経済連携協定（EPA） 

○協定締約国のみを対象として、物やサービス 
　の貿易自由化を行う協定 
○実質上すべての貿易について、10年以内の関 
　税撤廃 

○協定締約国間での、物やサービスの貿易自由化 
　だけでなく、投資、知的財産、協力の促進等幅 
　広い分野を含む協定 

モダリティ交渉 

2000年3月 12月 01年11月 03年9月 04年7月 05年12月 06年7月 
～07年1月 

7月 9月～08年1月 2月 08年内？ 

＜現時点＞ 

資料：農林水産省作成 
　注：1）枠組みとは、関税削減率等の数字や詳細な要件等が入った具体的なルールを決める前提となる大枠 
　　　2）モダリティとは、国内補助金、関税の具体的な削減率等、各国に共通に適用されるルール 
　　　  （例：重要品目数は●％、関税割当の拡大幅は国内消費量の▲％） 
　　　3）譲許表とは、各国ごとに、個別具体的に関税率等を決定し、関税率の上限（譲許税率）を列記した表。 
　　　  加盟国は、ラウンド交渉でこの譲許表について最終的に合意することを目指して交渉する。 
　　　  （例：品目Ａ、品目Ｂを重要品目に指定し、品目Ａの関税率を○％削減し、関税割当を△ｔ拡大） 
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図Ⅱ－10 WTO農業交渉の流れ

＊１、３、４　［用語の解説］を参照
＊２　2007年７月現在



＊１　WTO通報ベースの件数（2007年194件）から、既存のFTAへの新規加入等の重複分を除いた件数

（WTO農業交渉は正念場）
その後、関税削減等の具体的方法（モダリティ）の確立に向けた議論が続けられている。
2007年７月にはファルコナー農業交渉議長がモダリティ案を提示し、同年９月以降、この
案に基づき、事務レベルでの集中的な議論が断続的に行われてきた。
これらの議論の進展を踏まえ、同議長は、2008年２月にモダリティ案の改訂版を提示した。
今後、事務レベルで、農業分野でのさらなる議論に加え、NAMA分野等の他の分野も含め
た分野横断的な議論を行っていくことが予想される。早ければ５月中下旬以降にも閣僚級会
合が行われる可能性もあり、交渉は今後、モダリティの合意に向け、まさに正念場を迎える
ものと考えられている（図Ⅱ－11）。

（アジアを中心にEPA/FTAを推進）
近年、WTO加盟国が増加するなかで、各国間の意見の調整に時間を要するようになり、

貿易自由化の遅れが懸念されている。このようななか、各国が特定の国・地域間で関税撤廃
等を行うEPA/FTAを貿易促進の手段として活用する動きが広がっており、その件数は140件＊１

となっている。
我が国は、WTO交渉の多角的な貿易体制を補完するものとして、EPA/FTAを推進して

いる（図Ⅱ－12）。特に、アジア諸国とのEPAにおいては、関税撤廃をはじめとする市場ア
クセスの改善と農林水産業協力を組み合わせて交渉に取り組んでいる。
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図Ⅱ－11 WTO交渉の主な構図

資料：農林水産省作成 
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2006年7月に交渉は一旦中断。 
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交渉が展開。 

図Ⅱ－12 我が国のEPA/FTAをめぐる状況
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資料：農林水産省作成 
　注：1）韓国とは2004年11月以降交渉が中断 
　　　2）GCC（湾岸協力理事会）加盟国：バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、アラブ首長国連邦 
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交渉（4月～） 

交渉（7月～） ○大筋合意（11月） 

○大筋合意（8月） ☆妥結（11月） 

☆署名（9月） 

交渉（6月～） ○大筋合意    （12月） 

☆署名（12月） 
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（日ASEAN包括的経済連携協定交渉が妥結）
2007年においては、シンガポールとの間の協定を改正する議定書が発効し、また、チリと
タイとの間で協定が発効した。さらに、ブルネイとインドネシアとの間で協定が署名に至っ
た。2008年４月には我が国及びASEAN全体の間の協定について署名が完了したが、我が国
の重要品目である米、麦、肉類、乳製品等は除外等、関税撤廃・削減の対象外とする一方で、
ASEAN側の関心品目について関税削減等、可能な範囲で対応した。また、ぶどう、りんご
等我が国からの輸出関心品目について、ASEAN側の関税撤廃を実現することとなった。我
が国及びASEAN全体の間の協定は我が国初の複数国間のEPAであり、今後、域内全体の生
産ネットワークの強化が期待される。

（日豪EPA交渉が開始）
2006年12月に交渉入りに合意された日豪EPA交渉については、2007年4月に交渉が開始さ

れた。2008年２月までに４回の会合が開催され、農林水産分野においては、我が国農林水産
業をめぐる状況やその重要性について議論が行われている。交渉に当たっては、日豪両国の
農業構造には農地面積をはじめ大きな違いがあること、また、豪州から輸入されている農産
物の多くが我が国農業や地域経済にとって重要な品目であることを踏まえ、「守るべきもの」
はしっかり「守る」との方針のもと、政府一体となって取り組んでいる。

（WTO農業交渉、EPA/FTA交渉への戦略的取組）
WTO農業交渉やEPA/FTA交渉に戦略的に取り組むに当たっては、農業構造改革の努力

を損なわないように留意することが必要である。また同時に、農業の体質強化により国際競
争力の強化を図ることが重要である（図Ⅱ－13）。
WTO農業交渉については、我が国は、「多様な農業の共存」を基本理念とし、「攻めると

ころは攻める、守るところは守る」という姿勢で、農業の多面的機能、食料安全保障の確保
等が十分に配慮され、柔軟性があり、輸入国と輸出国のバランスのとれた貿易ルールの確立
と開発途上国への貢献を目指している。
また、EPA/FTA交渉に当たっては、WTOを中心とする多国間貿易体制を補完する貿易

促進の手段として推進し、農林水産分野においても、WTO交渉方針との整合性をとり、「守
るべきもの」はしっかり「守る」との方針のもと、相手国における知的財産権の保護や食の
安全確保等の幅広い分野を含む総合的なEPAの実現を目指している。
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図Ⅱ－13 WTO農業交渉、EPA交渉への戦略的取組

資料：農林水産省作成 
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（２）食料自給率の向上と安全な食料の安定供給

ア　食料自給率の向上と日本型食生活の実現に向けた取組
（食料自給率は国内の食料消費が国内生産でどの程度賄えているかを示す指標）

食料自給率とは、国内の食料消費が国内生産でどの程度賄えているかを示す指標であり、

食料の安定供給という観点から一般的に供給熱量ベースの食料自給率が用いられている。た

だし、野菜や果実は比較的低カロリーであり、また、畜産物は輸入飼料により生産された熱

量を国産供給熱量に算入しないこととされているため、供給熱量ベースでは自給率が低く算

出される。このようなことから、国内生産動向を適切に捉える指標として生産額ベースの自

給率も有用である。また、品目ごとに重量ベースで表す品目別自給率も算出されている（図

Ⅱ－14、Ⅱ－15）。

（2006年度は９年ぶりに自給率が低下）

我が国の食料自給率は、長期的に低下傾向で推移している。供給熱量ベースでは1965年度

の73％から33年後の1998年度には40％まで低下し、以後８年連続で横ばいで推移していた

（図Ⅱ－16）。しかし、2006年度には主に天候不順の影響等による砂糖類、いも類・でんぷん、

みかんをはじめとした農産物の生産量の減少や、米の消費量の減少から、１ポイント減少し、

39％となった。
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図Ⅱ－14 食料自給率の計算方法 図Ⅱ－15 品目別自給率の例（2006年度）
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品目別自給率 ＝ ×100
国内生産量（ｔ） 
国内消費仕向量（ｔ） 

資料：農林水産省作成 資料：農林水産省「食料需給表」を基に農林水産省で作成 
　注：概算値 
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図Ⅱ－16 我が国の食料自給率の推移
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（我が国の食料自給率は主要先進国のなかで最低水準）

主要先進国のなかでみると、我が国の食料自給率（供給熱量ベース）＊１は最低の水準にあ

る（図Ⅱ－17）。穀物自給率（重量ベース）も、世界175の国・地域の125番目であり、人口

が１億人以上の国＊２のなかでは最下位となっている（2003年）。
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資料：農林水産省「食料需給表」、FAO「Food Balance Sheets」を基に農林水産省で作成 
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図Ⅱ－17 我が国及び諸外国の食料自給率（供給熱量ベース）の推移

英国の食料自給率の動向
英国では、我が国とは逆に、食料自給率（供給熱量ベース）が40年間で27ポイント向上しています。
この要因としては、生産面では、①平坦地が多いことから、効率的な農業生産が可能だったこと、②フラ

ンスやドイツといった他のEC諸国より競争力が高かったこと、③EC加盟により農産物価格支持と国境措置
による手厚い保護を受けることとなったこと、④我が国には冬期間や梅雨等の生育条件上の制約があるのに
対して英国ではそうした制約がなく、また、品種改良等により主要穀物である小麦の単収が大きく向上した
こと等があげられます。
消費面では、我が国と異なり、小麦、畜産物を中心とした食生活が大きく変化しなかったことがあげられ

ます。
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（国民1人当たり農地、2003年） （小麦の単収の推移） 

北海道（畑作） 

日本（田畑計） 

英国 

資料：FAO「FAOSTAT」、農林水産省「耕地及び作付面積統計」、「作物統計」 

＊１ 食料自給率には、全国ベース以外にも都道府県別食料自給率（［用語の解説］を参照）も算出されている。

＊２ 中国、インド、米国、インドネシア、ブラジル、パキスタン、ロシア、バングラディシュ、日本、ナイジェリア、
メキシコの11か国である。



（食生活の変化が食料自給率の長期的な低下に影響）

食料自給率（供給熱量ベース）の長期的な低下は、国内で自給可能な米の消費量が減少す

る一方、国内生産では供給困難なとうもろこし等の飼料穀物の必要な畜産物や、油糧原料

（大豆、なたね）を使用する油脂類の消費が増加するなど、食生活が大きく変化したことが

主に影響している。

国民１人１日当たりの供給熱量を1965年度と41年後の2006年度で比較すると、供給熱量は

2,459kcalから2,548kcalとわずかに増加したなかで、米の割合が大きく低下する一方、畜産物

や、油脂類の割合が上昇している（図Ⅱ－18）。
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図Ⅱ－18 供給熱量の構成の変化と品目別の食料自給率（供給熱量ベース）
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資料：農林水産省「食料需給表」 
　注：［　］内は国産熱量の数値 
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輸入飼料による 
生産部分 

輸入部分 

供給熱量　2,459kcal/人・日 
［国産熱量　1,799kcal/人・日］ 

供給熱量　2,548kcal/人・日 
［国産熱量　   996kcal/人・日］ 

（
供
給
熱
量
割
合
）
 

（
供
給
熱
量
割
合
）
 

（品目別供給熱量自給率） 
【1965年度】 

（食料自給率73％） 

（品目別供給熱量自給率） 
【2006年度】 

（食料自給率39％） 

魚介類　110％ 



（米の消費量は半減、畜産物や油脂類の消費量は大きく増加）

これを品目別の食料消費量の変化でみると、米の消費量は1962年度のピーク時から2006年

度には半減している。その一方で、畜産物と油脂類の消費量が大きく増加し、1960年度に比

べて、それぞれ4.3倍、3.4倍にまで増加している（図Ⅱ－19）。

また、食の外部化が進展するなかで、外食・中食＊１や食品加工業等の実需者における加

工・業務用需要の高まりに、国内生産が十分に対応できていなかったことも、食料自給率の

低下に影響していると考えられる（図Ⅱ－20）。
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図Ⅱ－20 食の外部化率の推移
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資料：（財）外食産業総合調査研究センター調べ 
　注： 

食の外部化率＝ 
外食産業市場規模＋料理品小売業市場規模 

（家計の食料・飲料・たばこ支出－たばこ販売額） 
　＋外食産業市場規模 
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魚介類 

畜産物 
（鯨肉を除く） 

野菜 

米 

果実 

油脂類 

資料：農林水産省「食料需給表」 
　注：1）国民1人1年当たりの消費量は、国民1人1年当たりの供給純食 
　　　  料 
　　　2）グラフ中の数値は、米、畜産物、油脂類の1960年度、1985年度、 
　　　  2006年度の数値 

図Ⅱ－19 国民１人１年当たりの品目別
消費量の推移

過去30年の食料の消費形態と国民生活の変化
1975年以降の30年間の食料の消費形態の変化を、総
務省「家計調査」でみると、食料全体（調理食品や外
食を含む）の支出が伸び悩むなか、調理食品や外食へ
の支出が大幅に増大していることがわかります。この
うち、外食への支出は、近年、横ばいないし減少傾向
となっている一方、調理食品への支出は近年も緩やか
に増加しています。
また、同じ期間には、国民の 1日の時間配分も変化

してきました。仕事や家事に従事する時間が減少し、
レジャー・教養といった自由時間が増加しています。
また、共働き世帯や単身世帯の増加といった世帯構造
の変化もみられました。
今後、少子高齢化の進展に伴う国民生活の変化が予

想されますが、それが食料の消費形態にどのように影
響するのか、大いに注目されます。

指数 
420
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220
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調理食品 

外食 

食料 

資料：総務省「家計調査」 
　注：調理食品には、弁当、おにぎり、調理パン、そう菜のほか、冷 
　　凍調理食品（冷凍コロッケ等）、レトルト食品等が含まれる。 

食料関係支出の推移（1975年＝100）

＊１　［用語の解説］を参照



（食の外部化の進展とともに食料品等の輸入が増加）

1985年ごろからの食の外部化の進展に伴い、安価で、品質が均一であり、年間をとおして

安定した供給がなされるものを確保したいという加工・業務用需要が高まった。また、我が

国の購買力が大きく向上したことに加え、円高の進行により輸入産品が国内産品に対して価

格面で有利になったことも影響し、1985年ごろから果実、肉類、牛乳・乳製品、野菜の輸入

率が上昇した（図Ⅱ－21）。例えば、野菜の生産・需要動向をみると、1985年ごろから国内

生産量と国内消費仕向量の間のかい離が拡大する状況がみられ、国内産地が加工・業務用需

要に十分に対応できていなかったことがうかがわれる（図Ⅱ－22）。

また、生鮮食料品以外にも多くの加工食品が我が国に輸入されており、これらを含めた食

料品等＊１の輸入額は2005年には５兆５千億円と、国内の農業・漁業生産額＊２の半分に相当

する額が輸入されるまでになっている（図Ⅱ－23）。
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図Ⅱ－21 主な食料の品目別輸入率の推移
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資料：農林水産省「食料需給表」を基に農林水産省で作成 
　注：1）輸入率＝輸入量/（国内生産量＋輸入量）×100 
　　　2）輸入量は、生鮮換算等された数値 

図Ⅱ－22 野菜の国内生産量と
国内消費仕向量

図Ⅱ－23 食料品等の輸入額と
うち加工食品類の割合

資料：農林水産省「食料需給表」 
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資料：（独）日本貿易振興機構が財務省「貿易統計」を編集・加工した 
　　資料を基に農林水産省で作成 
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＊１ 食料品等には、肉類、魚介類、野菜・果実類、穀物、加工穀物、コーヒー、茶、香辛料、加工食品類、その他の
動植物生産品（生きている動物、乳製品、卵、はちみつ、非食用くず肉、各種かす類、飼料）が含まれる。

＊２ 農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」によると、2005年度の農・漁業分野の国内生産額は11兆5,745億円
である。



（海外現地法人からの輸入が増加）

一方、農産物輸入が増加した1985年ごろから食品産業、農林水産業での海外直接投資が増

加している（図Ⅱ－24）。海外現地法人は現地や第三国での販売に加え、我が国向けの輸出

も行っており、開発輸入品として我が国に輸出される食料品が増加している（図Ⅱ－25）。

（飼料自給率の低下が畜産物の自給率低下にも影響）

食生活の変化に伴う畜産物の需要拡大により、畜産物の国内生産も大幅に増加したが、餌

となる濃厚飼料の需要も大幅に増加した。しかし、国土条件の制約等からその多くを輸入に

依存したため、特に1965年からの10年間で飼料自給率は大きく低下しており（図Ⅱ－26）、

同時期の畜産物の自給率（供給熱量ベース）の低下にも影響している＊１。これは、輸入飼

料により生産された畜産物は自給しているといえないため、畜産物自体は国内産であっても

計算上、国産熱量には算入しないことになっているためである。

また、粗飼料についても、粗飼料の自給による経営コストの引下げよりも飼養規模拡大に

より粗収益の増大を図る方が経営上有利であったこと等から、利便性が高く労働力負担の軽

減にもつながる輸入粗飼料が利用される傾向にあったものと考えられる。
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図Ⅱ－24 我が国の海外直接投資の推移 図Ⅱ－25 海外現地法人の日本向け輸出の推移

12

10

8

6

4

2

0

 億ドル 

1971年 75 80 85 90 95 2000 01 02 03 04 

食品産業 

農林水産業 

資料：（独）日本貿易振興機構が財務省「対外及び対内直接投資状況」、財 
　　務総合政策研究所「財政金融統計月報」、日本銀行「外国為替相場」 
　　から作成した資料を基に農林水産省で作成 
　注：食品産業は製造業のうち食料の数値、農林水産業は農・林業と漁・ 
　　水産業の合計値 
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資料：経済産業省「海外事業活動基本調査」 
　注：食料品製造業とは食料品製造業、飲料製造業、たばこ製造業、飼料
　　有機質肥料製造業 

図Ⅱ－26 飼料自給率の推移
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資料：農林水産省「食料需給表」 
　注：1984年度までの輸入はすべて濃厚飼料とみなしているため、便宜上、粗飼料自給率を100％とした。 

＊１ 1965年からの10年間で肉類（鯨肉を除く）の自給率（重量ベース）は90％から77％に低下。なお、1985年からの
10年間では、主に畜産物の輸入増加の影響を受けて81％から57％に低下



（食料自給率は短期的には横ばい傾向）

我が国の食料自給率（供給熱量ベース）は、長期的に低下してきたなかで、1998年度から

2005年度までの８年間は横ばいで推移した。横ばいの要因としては、国産熱量の多くの部分

を占める米の供給熱量が減少傾向であったものの、その減少幅が縮小傾向にあったことや、

小麦、大豆をはじめとする品目の生産が増加したこと等により、米以外の品目からの供給熱

量が横ばいから増加傾向で推移したため、国産供給熱量の減少が緩やかであったことが考え

られる（図Ⅱ－27）。

（低い食料自給率に対し国民は不安感）

我が国の食料の供給についての世論調査によると、我が国の現在の食料自給率水準につい

ては７割が低いと認識している＊１。また、将来の食料供給に対しても８割が不安と認識し

ており、８割が現状より高い食料自給率が望ましいと回答している。
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図Ⅱ－27 国民１人１日当たり国産供給熱量と食料自給率の関係
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資料：農林水産省「食料需給表」 

食料自給率を意識した食事を実践
都市住民（40人）に、食料自給率（供給熱量ベース）の高い食事をとることを意識した食生活を 1週間

実践してもらいました＊２。
その結果、食料自給率は多くの参加者において、自分で予想した食料自給率に比べ低い値でした。例えば、
ある男性が 1日の食事（朝：パン、みかん、昼：ラーメン、夜：パスタ、ポトフ）の食料自給率を80％と
予想したところ、実際の自給率は15％でした。また、米や野菜を多く取り入れた食事や、自宅で調理した
食事をとる回数が多いほど、1日の食事全体の食料自給率が高い傾向がみられました。
管理栄養士からは、3食食べることの大切さや、揚げ物と炒め物

を同じ日に食べることで脂質摂取量が多くなっていること等が指摘
されました。
参加者からは、「自給率ということを初めて意識した」といった

感想や、「自給率の高い食事にはお金や（調理に）時間がかかる」
といった自給率を意識した食生活の難しさを指摘する声もありまし
た。一方で、「手づくりの方がおいしいし、健康にもいいし、自給
率も高い」、「産地の確認や表示にまで関心をもてるようになった」
といった自分の食生活等の変化を感じた参加者もみられました。

＊１　内閣府「食料の供給に関する特別世論調査」（2006年12月公表）
＊２ 農林水産省「食生活とライフスタイルの定性調査」（2007年12月調査）。首都圏に居住する15～79歳までの40人を、
男女別に10に分類し、各階層２人を対象として実施

食料自給率の高い（86％）食事
（ご飯、豚汁、鮭の味噌漬け、煮物、納豆、佃煮、漬物）



（2015年度の供給熱量ベース自給率の目標は45％）

食料自給率は国内の農業生産の状況だけでなく、食料消費のあり方にも左右される。この

ため、食料・農業・農村基本計画において、食料消費と農業生産の両面にわたる国民参加型

の指針として、食料として国民に供給される熱量の５割以上を国産で賄うことを目指しつつ、

当面の実現性を考慮して、2015年の食料自給率目標として供給熱量ベースで45％、生産額ベ

ースで76％とする目標が設定され、関係者が一体となった取組が推進されている。

（生産・消費の両面から集中重点事項を着実に推進）

特に、2006年度の食料自給率（供給熱量ベース）は39％と９年ぶりに低下したことから、

今後、食料自給率の向上につながるよう、具体的内容を定めた行動計画を策定するとともに、

すべての関係者が一致団結し、成果を意識した戦略的な取組を強化することとされている。

具体的には、食料自給率の向上に向けて、食料自給率に大きく影響すると考えられる米、飼

料作物、油脂類、野菜の４つの重点品目に着目し、集中的に実施すべき追加的な取組として、

①米粉利用の推進を含む米の消費拡大、②飼料自給率の向上、③油脂類の過剰摂取の抑制等、

④加工・業務用需要に対応した野菜の生産拡大、⑤食育の一層の推進、⑥国民運動を展開す

るための戦略的広報の推進の６つを集中重点事項と位置付け、生産・消費の両面から国民運

動として取組を強化するとされている（図Ⅱ－28）。
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図Ⅱ－28 食料自給率向上に向けた戦略的取組の強化

資料：農林水産省作成 
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○緑肥作物の飼料への転換、耕作放棄地や水田裏作における飼料作物作付け
の普及・促進 

○リサイクル・ループの活用等によるエコフィードの増産 
○稲発酵粗飼料（稲WCS）の作付拡大、飼料用米の利用拡大 
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強化 

○加工・業務用野菜の生産に取り組む産地の共同利用施設の整備等を強化 

食育の一層の推進 ○食事バランスガイドと教育ファームの展開による食育の一層の推進 

国民運動を展開 
するための 
戦略的広報の推進 

○国民の食料自給率向上への関心が高まるよう、メディアミックス（多様なメ
ディアを効果的に組み合わせた広報）の手法を活用するなどの戦略的な広
報活動を実施 

○油脂類の使用を大きく節約できる業務用フライヤーの普及に向けた食品産
業界への働きかけの実施 



（米の消費拡大や油脂類の過剰摂取の抑制等につながる取組を実施）

1980年ごろの我が国は、米を中心に栄養バランスに優れた「日本型食生活」が実現してお

り、現在に比べ脂質の熱量比率が低く、炭水化物の比率が高くなっており食料自給率（供給

熱量ベース）は、52～54％と現在より高くなっていた（図Ⅱ－29）。

このようなことから、米の消費拡大、油脂類の過剰摂取の抑制等につなげるための取組と

して、朝食欠食率の高い若年層を主な

対象に、量販店、食品製造業者等と連

携し、テレビCMやWEB等を活用した

「めざましごはんキャンペーン」等の

広告活動が実施されている。また、米

飯学校給食の週３回の早期実現に向け

た働きかけの強化、米粉パン、米粉麺

等の米加工品の普及・啓発に向けた取

組、油脂類の使用を節約できる業務用

フライヤーの普及のほか、食育の一環

として「日本型食生活」の実践の促進

等の取組も行われている。

（国産飼料の生産拡大を促進）

飼料自給率の向上については、輸入飼料に依存した畜産から国産飼料に立脚した畜産への

転換が重要である。特に、近年では、バイオ燃料需要の高まり等を背景とした穀物・大豆の

国際的な価格の上昇等から配合飼料価格が上昇しており、こうした点からも飼料自給率の向

上が重要である。このため、とうもろこし等高栄養な飼料作物の作付拡大や、耕畜連携によ

る稲発酵粗飼料の作付け拡大、多様な土地を利用した放牧の推進といった国産飼料の生産拡

大に向けた取組や、食品残さの飼料化（エコフィード）や飼料用米の活用の推進が行われている。

（モデル産地形成等により野菜の生産を拡大）

野菜の生産拡大については、加工・業務用需要に対応した新たなモデル産地の形成を促進

するとともに、加工・業務用野菜の生産に取り組む産地の共同利用施設の整備をはじめ、生

産拡大に取り組む産地への重点的支援が図られている。

また、食品産業と産地との連携強化を図ることが重要であり、そのため、例えば「加工・

業務用産地と実需者との交流会」を開催するなど、食品産業事業者と生産者とのマッチング

が図られている。さらに、実需者と生産者とをコーディネートしていく人材を育成するため

の研修も開催されている。

（食料自給率に関する戦略的広報を実施）

食料自給率に関する戦略的広報については、世界の食料事情や我が国の食料の６割を海外

に依存している状況等を国民に広く知らせるとともに、国民の食料自給率向上への関心が高

まるような情報を発信していくことが重要である。

このため、専門家のノウハウを活用しつつ、訴求対象等を明確化した上で多様なメディア

を効果的に組み合わせた広報（メディアミックス）の手法を活用するなど、戦略的な広報を

行うこととされている。
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たんぱく質（P） 

脂質（F） 炭水化物（C） 
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資料：農林水産省「食料需給表」 
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図Ⅱ－29 供給熱量のPFC熱量比率（1980年度＝100）
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飼料自給率の向上に向けた取組 事 例

（1）農家によるTMRセンターの取組
北海道中

なか

標
しべ

津
つ

町
ちょう

のTMRセンターは、会員の牧草地を一括管理して農地
の有効利用を図るとともに、サイレージの一元化による良質粗飼料の確保、
良質飼料の給与による牛群成績の向上等を目的として、地域の2つの機械
利用組合が母体になり、2006年に設立された。
TMRセンターの設立により、個々の農家のほ場の管理作業や飼料の混

合作業が省力化され、労働時間の短縮や、1頭当たりの乳量の増加（平均
で年間500kg増加）とともに、肥料等の生産資材の共同購入による生産コ
ストの大幅な削減といった効果が得られている。
近年、輸入飼料価格が高騰しているなか、購入量を減らすために青刈り

とうもろこしの作付拡大にも取り組んでいるほか、サイレージの利用率向
上による余剰分をTMRとして、希望者に対する販売も行うなどの取組も
行っている。
TMR：total mixed ration（完全混合飼料。必要とされる飼料成分が均一に配合された混合飼料）

（2）稲発酵粗飼料の生産の取組
福井県福

ふく

井
い

市
し

の農業法人は、転作作物として生産した稲発酵粗飼料を市
内の畜産農家に供給している。
3 年前に市内の畜産農家と稲発酵粗飼料の生産について協議を始め、

2006年に 4 haで生産を開始したが、近年の飼料価格の高騰を背景に2007
年度は20haに拡大した。稲の栽培技術や機械をそのまま利用できるうえ、
助成金を含めると麦、大豆といった転作作物より収益性が高く、主食用米
と同程度の収益性を実現している。ユーザーである地元の畜産農家からも、
牛のし好性が良く乳量も増加したとの高い評価を得ており、飼料自給率の
向上に寄与している。
現在は主食用品種を活用し生産しているが、2008年度からは飼料用稲

品種を導入する予定であり、さらなる収益性の向上を図ることとしている。

北海道 

中標津町 

福井市 

福井県 

岐阜県 
滋賀県 

石
 川
 県
 

我が国に持ち込まれる「窒素」と食料自給率
我が国は多くの食料や飼料を海外から輸入しており、農産物貿易は大幅な輸入超過となっています。その

ため、輸入農産物により我が国に持ち込まれる窒素の量は増加しており、2003年には117万 t -Nと1975年の
1.8倍となっています。
一方、我が国では環境への意識の高まり等から化学肥

料の投入量は減少傾向にありますが、我が国の環境中に
供給される窒素のうち、輸入農産物によるものの占める
割合は増加しており、2003年には 5割を超えるまでに
なっています。
土壌や地下水・河川中の窒素が過剰になると、人や家

畜の健康に悪影響を与えるとともに、河川等の富栄養化
や温室効果ガスの発生により環境に悪影響を与えます。
このため、地下水や水道水について環境基準値、水質基
準値が設定され、水質の維持・改善が図られているほか、
温室効果ガスの発生抑制に向けた研究・取組が進められ
ています。
国内の農業生産の振興・拡大を通じて食料自給率の向

上を図ることは、海外からの窒素の持ち込みを減少させ
環境負荷の低減にもつながることから、このような面か
らも食料自給率の向上の取組が重要です。

特注のTMR配送トラック

収穫作業の様子

農業における窒素と環境のかかわり

資料：（独）農業環境技術研究所作成 
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イ　食育の推進
（朝食をとらない国民は１割）

我が国では、ライフスタイルの変化や、単身世帯の増加をはじめとする世帯構造の変化等

により、食の簡便化志向や外部化が進展し、食生活が多様化している。このようななか、食

事のかたよりや不規則な摂取時間、食の大切さに対する意識の薄れ等、健全な食生活が失われ

つつある。例えば、国民全体の朝食の欠食率は１割で、20歳代の単身世帯では５割となってい

る（図Ⅱ－30）。また、20～40歳代の６割が、現在の食習慣を改善したいと思っている＊１。

（保護者にふえる朝食の欠食）

他方、子どもの朝食の欠食は増加傾向に歯止めがみられるが、逆にその保護者の欠食は増

加傾向にある（図Ⅱ－31）。また、食生活の基本となる家庭において、家族とともに朝食を

とる児童生徒の割合は、小学生で４割、中学生で２割にすぎず（図Ⅱ－32）、１人で食事を

とる孤食がみられるなど、食を通じた家族とのコミュニケーションの不足が懸念される。

家庭においては、子どもの発達段階に応じた食に関する基本の理解、知識と選択力の習得

等が期待されるほか、保護者自らも食についての意識を高め、子どもとともに健全な食生活

の実践に努めることが重要である。
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図Ⅱ－30 年齢別及び単身世帯の朝食の欠食率（2005年）

総数 1～6歳 7～14 15～19 20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70歳以上 

総数 女性 
男性 

単身世帯 
％ 
50

40

30

20

10

0

資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」を基に農林水産省で作成 
　注：ここでいう｢欠食｣とは、①何も食べない、②菓子、果物、乳製品、し好飲料等の食品のみ、③錠剤・カプセル・顆粒状のビタミン・ミネラル、 
　　栄養ドリンク剤のみのいずれかに該当した場合 

図Ⅱ－31 児童・生徒とその保護者
の朝食の欠食状況

図Ⅱ－32 平日の朝食を家族と一緒
に食べる小学生の割合

資料：（独）日本スポーツ振興センター「児童生徒の食生活等実 
　　態調査」（2007年3月公表） 
　注：1）児童・生徒12,648人、保護者12,618人を対象として 
　　　  実施（回収率は、それぞれ96.3％、94.2％） 
　　　2）ここでいう｢欠食｣とは、①必ず毎日食べる、②1週 
　　　  間に2～3日食べないことがある、③4～5日食べな 
　　　  いことがある、④ほとんど食べない、のうち④を選ん 
　　　  だ場合 

1995年 

小学生（5年生） 

中学生（2年生） 

中学生の保護者 

小学生の保護者 

2000 05

％ 
6

4

（
欠
食
率
）
 

0

資料：文部科学省「平成19年度全国学力・学習状況 
　　調査」（2007年4月調査） 
　注：小学校第6学年、中学校第3学年の約225万人 
　　の児童生徒を対象として実施 

している 
41.6%

どちらかと 
いえば、 
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18.9%

あまりして 
いない 
21.6%

全くして 
いない 
17.8%

＊１　厚生労働省「国民健康・栄養調査」（2005年）



（朝食は学力と生活習慣の向上にとって重要）

朝食の欠食は、１回の食事の摂取量の増加や過食につながる可能性もあり、生活習慣病の

発症を助長すること、午前中のエネルギー供給が不十分となり、体調が不十分となること等

の問題点が指摘されている。毎日朝食をとる子どもは、学力調査の正答率が高い傾向がみら

れ（図Ⅱ－33）、また、持久力が高いという調査結果もある＊１。朝食の欠食といった生活習

慣の乱れが、学習意欲や体力、気力の低下の要因の一つとして指摘されている。朝食の摂取

は、生活習慣の向上に資するものでもあり、食に対する考え方を形成する途上にある子ども

のころから朝食をとる習慣付けをしていくことが必要である。

（食習慣の改善意識に高まり）

近年、食生活の乱れや運動不足等による生活習慣病が増加しており、メタボリックシンド

ローム（内臓脂肪症候群）＊２が問題視されている。男性は肥満者の割合が20年前（1985年）

と比べて増加しており、女性は20～30歳代の２割が低体重（やせ）となっている＊３。

食生活においては、脂肪からのエネルギー摂取割合が３割以上の者が２割を超えている一

方で、野菜や果物の摂取量はどの年齢層でも摂取目標量を下回り、特に若年層での不足が顕

著である（図Ⅱ－34）。

このようななか、食習慣を改善したいという国民は５割程度で、その半数が「食品を選ん

だり、食事のバランスを整えるのに困らない知識や技術」を身に付けたいと考えている＊４。
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図Ⅱ－33 小学生の朝食の摂取と正答率

資料：文部科学省「平成19年度 全国学力・学習状況調査」 
　注：1）P98. 図Ⅱ－32の注釈参照 
　　　2）国語（算数）Ａは、身に付けておかなければ後の学年等の学習内容に影響を及ぼす内容や、実生活において不可欠であり常に活用できる 
　　　  ようになっていることが望ましい知識・技能等（主として「知識」に関する問題）を中心として出題 
　　　3）国語（算数）Ｂは知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力や、様々な課題解決の構想をたて実践し評価・改善する力等にかかわ 
　　　  る内容（主として「活用」に関する問題）を中心として出題 
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図Ⅱ－34 野菜類及び果物類の摂取量（2005年）

資料：厚生労働省「国民健康・栄養調査」を基に農林水産省で作成 
　注：1）野菜の目標値は、厚生労働省が策定した「健康日本21」（2000年）において2010年度目途に設定された値 
　　　2）果物の目標値は、果物の食生活推進全国協議会が策定した「毎日くだもの200グラム運動指針」において、1人1日当たり「可食部で 
　　　   200g以上」とされている。 
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＊１　文部科学省「体力・運動能力調査」（2005年）
＊２　［用語の解説］を参照
＊３、４　厚生労働省「国民健康・栄養調査」（2005年）



＊１、２　［用語の解説］を参照

（食育の実践度は増加傾向）

食育は、国民一人ひとりが自らの「食」について考える習慣を身に付け、健全な食生活が

実現できるよう、国民運動として推進することが必要である。食育の実践度は増加傾向にあ

り、性別年齢別には、男性より女性の方が、また高い年齢層ほど実践する割合が高い傾向が

ある（図Ⅱ－35）。

（「食事バランスガイド」を活用した「日本型食生活」の実践を促進）

食育の推進に当たっては、「食生活指針」（2000年策定）をより具体的な行動に結び付ける

ものとして、１日に「何を」「どれだけ」食べたら良いかをイラストで示した「食事バラン

スガイド＊１」の普及・啓発が進められている。例えば、テレビCMの放映や、都市部でのキ

ャンペーンの開催等、より多くの人の食生活で「食事バランスガイド」を活用した「日本型

食生活」が実践されるよう積極的な広告・宣伝が行われている。このようななか、「食事バ

ランスガイド」を認知している人、参考にしている人の割合は増加傾向にある（図Ⅱ－36）。

（食品関連事業者も普及活動を実施）

「食事バランスガイド」は認知されるだけでなく、広く実践されることが重要である。最

近では、食品関連事業者による商品開発や、顧客に向けた食育の情報発信のなかで、「食事

バランスガイド」を活用する例が増加している。具体的には、店頭でのポスターの掲示やリ

ーフレットの設置だけにとどまらず、スーパーマーケット、コンビニエンスストアで販売す

る弁当・そう菜や、外食店のメニューに「食事バランスガイド」が表示・活用されている。

このような取組は、各企業において、CSR（企業の社会的責任）＊２活動や販売戦略の一環等、

様々な位置付けで行われている。
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図Ⅱ－35 食育の実践度

資料：内閣府「食育に関する意識調査」（2007年5月公表） 
　注：全国20歳以上の男女3千人を対象として実施（回収率61.0％） 
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図Ⅱ－36 食事バランスガイドの認知度及び参考度

資料：（財）食生活情報サービスセンター「平成17年度 食行動等実態調査」（2006年1月調査）、（社）農山漁村文化協会「平成18年度 
　　 ｢食事バランスガイド｣等の普及状況調査郵送モニター調査編」（2007年2月調査）を基に農林水産省で作成 
　注：1）2005年度は、東京圏・近畿圏及び地方圏に居住する満20歳以上70歳未満の男女2,100人を対象として実施（回収率87.3％） 
　　　2）06年度は、東京圏・近畿圏及び地方圏に居住する満20歳以上70歳未満の男女2,500人を対象として実施（回収率91.8％） 
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（栄養バランスに優れた「日本型食生活」の実践が重要）

「食事バランスガイド」を使った調査では、欠食がない人や、１日に米を食べる回数が多

い人の方が、バランスの良い食事をとっている人が多い傾向にあるという結果が出ている＊１。

このため、「食事バランスガイド」を効果的に活用し、米を中心として水産物、畜産物、野

菜等の多様な副食から構成される「日本型食生活」の実践を推進することが、健全な食生活

を実現するうえで重要である。一方、「日本型食生活」の実践の促進は、ひいては脂質の過

剰な摂取の抑制や米の消費の拡大をとおして、食料自給率の向上につながることが期待される。
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事 例食育推進に向けた取組 事 例

（1）「食事バランスガイド」を活用した弁当の開発
「食事バランスガイド」を認知から実践につなげ
る取組として、最近では、コンビニエンスストアや
中食、駅弁の店舗等で「食事バランスガイド」を活
用したバランスの良い弁当が開発されている。
例えば、駅弁では、「食事バランスガイド」のコ

マの形をした弁当箱に、コマのイラストと同じよう
に、上から順に十分な摂取が望まれる主食、副菜、
主菜等、5つの区分の料理を盛り付けた商品が販売
されている。通常あまり使用されない乳製品や果物
も入り、食事のバランスが視覚的にも意識しやすいものとなっている。バラ
ンスや健康に配慮した結果、この弁当は主菜が多くなりがちな駅弁のなかに
あって、ごはんが多めで、主菜・副菜等もバランス良く入っているのが特徴
となっている。さらに、「食事バランスガイド」を解説したお品書きも付いてお
り、購入した人が、食生活を見直すきっかけづくりにも一役買っている。この
弁当はメインターゲットのビジネスマンだけでなく、女性層等幅広い層に購入さ
れている。
また、健康志向の女性や中高年を対象とし、「見た目は可愛く、すべてを

おいしく食べきることができる」コンビニ弁当を大学と共同開発したり、食育に関心の薄いサラリーマンを
対象として、おつまみになるおかずを取り入れた弁当を開発したりするなどの取組が行われている。

（2）地元スーパーから伝える食育
北陸地方を中心に29のスーパーマーケットが加盟する協同組合では、「消費者に毎日の

食料品の販売だけでなく、より質の高い食生活の提案を行い、食について相談できるスー
パーとなり、消費者の信頼を得ることが重要である」との考えのもと、食育に関する取組
を始めた。
この背景には、大手スーパーの進出により、地元の小規模スーパー

での買い物客が減少したため、消費者とのつながりを深めることで地
元のスーパーの利用客を回復したいとのねらいがあった。
そこで、各スーパーの社員を対象に食育に関する資格の取得を奨励

し、認定を受けた社員を各スーパーに配置した。
毎月19日の「食育の日」には、「食育まつり」を加盟店の持ち回り

で開催し、セミナーや展示会、食事相談会、試食コーナー等、消費者
が参加しやすい取組を行っている。また、消費者の関心が高いメタボ
リックシンドローム、共働き家庭の献立といったテーマを取り上げる
ことで、食生活について考えてもらう絶好の機会となっている。
今後は、食育に関する資格を取得する社員の育成を強化し、毎月1つの加盟店で行っている「食育の日」

のイベントを、すべての加盟店で行えるようにすることや、農薬や化学肥料の使用量を削減した野菜を生産
者や関係機関と協力して販売することを目指している。

長
 野
 県
 岐阜県 

福井県 福井県 

石
 川
 県
 

富山県 

富山市 

コンビニ弁当

店内の様子

＊１　農林水産省「『食事バランスガイド実践週間』結果概要」（2007年６月実施）

特製お品書き付きの弁当



（「教育ファーム」の取組が有効）

食育の推進に当たっては、農林水産業に関する様々な体験活動等を通じて、国民一人ひと

りが食の大切さを実感し、食に関する感謝の念と理解を深めることが重要である。こうした

観点から、農林漁業者とふれあいながら、できるだけ多くの生産プロセスの体験の機会を提

供する「教育ファーム＊１」の取組が推進されている。

（「教育ファーム」の取組の推進に当たっては関係者間の連携が重要）

「教育ファーム」の取組の効果を発揮し、地

域に根付かせ発展させていくためには、関係機

関、関係者で取組のねらいを共有化するととも

に、それぞれの役割を発揮しつつ、連携してい

くことが重要である。また、市町村、学校、農

林漁業者等をはじめとする地域の様々な関係者

の連携を進めていくなかで、そのネットワーク

化を図る組織が立ち上がり、地域における「教

育ファーム推進計画」の策定につながることが

期待される。

福島県喜多
き た

方
かた

市
し

では、2007年度から農業教育特区として小学校に「農業科」を設け、学校、

保護者、地域等の関係者間で、目標を明確にし、農作業の実体験活動を重視した取組を行っ

ている。

（さらなる「教育ファーム」の推進が必要）

「教育ファーム」の取組に関して、市区町村が自ら実施または支援を行っている割合は、

５割（2007年11月現在）である（表Ⅱ－１）。

「教育ファーム推進研究会」において、「教育ファーム」の認知がまだ低いこと、体験の

場の確保や経費のあり方等の課題が指摘されており＊２、今後、「教育ファーム」のより一層

の推進が必要である。
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農業体験の様子

表Ⅱ－１　市区町村における「教育ファーム」の取組状況（2007年）

資料：農林水産省「農林漁業体験学習の取組（教育ファーム）実態調査」（組替集計） 
　注：1）全国1,823市区町村（2007年11月1日現在）を対象に調査を実施（回答率99.6％） 
　　　2）食育推進基本計画（2006年3月決定）では「市町村等の関係者によて計画が作成され様々な主体による教育ファームの取組がなされて 
　　　  いる市町村の割合を平成22年度までに60％以上とする」目標が掲げられている。 

市 区 町 村 数 市区町村が支援 
し て い る  

単位：市区町村 

実　　　数 

構　成　比（％） 

1,815 

100.0

892 

49.1

395 

21.8

791 

43.6

923 

50.9

市区町村が自ら 
実施または支援 
し て い る  

市区町村が自ら 
実施している  

実施も支援も 
していない  

＊１　［用語の解説］を参照
＊２　「教育ファーム推進のための方策について」（最終報告書）（2007年11月公表）



ウ　地産地消の推進
（地産地消が拡大）

地産地消は、地域で生産された農産物を地域で消費するだけでなく、生産と消費を結び付

け、「顔が見え、話ができる」関係づくりを行う取組であり、各地域で草の根的に大きな広

がりをみせてきている。また、地産地消は、小規模農家や高齢農業者も取組が可能であり、

食や農に関する理解の向上、地域の伝統的食文化の継承、地域活性化、食料自給率の向上と

いった多様な効果が期待できる。

地産地消の取組は、関係者の一体となった取組が重要である。このため、市町村等を主体

として、地域の実情に応じた実践的な取組を進めるための「地産地消推進計画」の策定を推

進しており、2007年８月末現在で全国942地区で計画が策定されている。

（農産物直売所は地産地消の活動の拠点）

全国には、各地域の農産物を扱う農産物直売所が１万４千施設あり、年間延べ２億３千万

人が利用するなど＊１、地産地消の活動拠点となっている。農産物直売所の利用者の８割以

上は「地産地消」の意味を理解して利用しており、６割が実践を心がけているなど、地産地

消の理解度や実践度が高まっていることがうかがえる（図Ⅱ－37）。

また、農産物直売所における地元農産物の取扱量は、販売総額の７割を占めているが＊２、

利用者は、仕入れ品は置かないでほしい（21％）、仕入れ品は地元産と明確に区別してほし

い（33％）など、地元産に対する志向が強くなっている。

（農産物直売所の３割は年間売上１億円以上であり、地域社会に貢献）

農産物直売所の年間売上げは増加傾向で、調査対象の３割の店舗が１億円以上を売り上げ

ており、１店舗当たりの平均年間売上げは、１億円になる見込みである（2006年）＊３。ま

た、近年では、農産物直売所は、教育・交流・福祉等の分野へ活動が広がり、社会的・経済

的波及効果の創出等、地域社会への貢献についても高く評価されている。５割の農産物直売

所が給食食材を供給していることから、地元農産物の安定的で対応力のある供給源としての

期待は高まる傾向にある。

＊１　農林水産省「農林業センサス｣（2005年）
＊２　農林水産省「平成19年農産物地産地消等実態調査」（2008年３月公表）
＊３ （財）都市農山漁村交流活性化機構「平成18年度農産物直売所（常設・有人・周年営業）の運営内容に関する全国
実態調査」（2007年３月公表）。P104. 図Ⅱ－38の注釈参照
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図Ⅱ－37 農産物直売所利用者の利用動向

資料：（財）都市農山漁村交流活性化機構「平成18年度農産物直売所のお客様に対する利用動向アンケート調査」（2007年3月公表） 
　注：全国3店舗（都市部、都市近郊及び農村部店）の農産物直所の利用者571人から回答 

（地産地消の認知度及び実践度） （地域外の仕入れ商品） 

よくわからない 3％ 

未回答 
8％ 仕入れ品は 

置かないで 
ほしい 
21％ 

日常的に必要 
な野菜は仕入 
れ品でも置い 
てほしい 
20％ 

仕入れ品は構わな 
いが地元産と明確 
に区別してほしい 

33％ 

どちらでも構わない 
5％ 

仕入れ品は生産 
者から直接入れ 
たものに限って 
ほしい 
10％ 

実践を 
心がけ 
ている 
61％ 

心がけ 
ていない 
20％ 

理解している 
81％ 

理解して 
いない 
10％ 

知らな 
かった 

6％ 
4％ 

聞いたこ 
とはある 

未回答 
9％ 



（地産地消は農業や関連産業を活性化）

地産地消は、地域の農業と関連産業の活性化を図る取組としても重要である。農産物直売

所には、レストランや加工施設、研修・実習施設、体験農園等が併設されている割合が高く

（図Ⅱ－38）、農産物直売所が地元農産物の販売だけでなく、地域の特性を活かした食育や食

品関連産業の拠点として機能していることがうかがえる。

（学校給食における取組も重要）

地産地消の推進には、農産物直売所と並び、学校給食における取組が重要である。学校給

食における地元農産物の使用割合（都道府県単位）は、食育推進基本計画において2010年度

までに30％以上とする目標が設定されており、使用割合増加に向けた取組が推進されている。

米飯給食については、日本文化としての稲作について理解を深める教育的意義等から、実

施回数の目標は週当たり3.0回程度とされているが、現在は2.9回＊１となっている。また、米飯給

食の週当たりの実施回数と１人当たりの米の消費量には、一定の相関がみられる（図Ⅱ－39）。

一方、地元産小麦を使用したパンやうどんが学校給食に提供されるなど、各地域の特徴を

活かした取組もみられる。学校給食に民営委託方式が導入されるなどの動きがみられるなか、

地元農産物の利用拡大の取組が円滑に進むよう、多くの利害関係者を調整するコーディネー

ター等の人材育成への支援が重要である。
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図Ⅱ－38 直売所と経営を同一にする付帯施設

資料：（財）都市農山漁村交流活性化機構「平成18年度 農産物直売所（常設・有人・周年営業）の運営内容に関する全国実態調査」 
　   （2007年3月公表） 
　注：全国の農産物直売所4,645店を対象として実施（回収率30.0％） 

食堂・レストラン 

加工施設 

研修・実習施設 

簡易食堂 

体験農園 

温泉施設 

宿泊施設 

その他 

0 10 20 30 40 50
％ 

12.4

5.7

9.5

14.9

18.6

18.5

41.1

44.8

図Ⅱ－39 週当たり米飯給食の実施回数と米消費量

資料：文部科学省「米飯給食実施状況調査」（2006年）、厚生労働省「国民健康・栄養調査」（2003～05年平均） 
　　を基に農林水産省で作成 
　注：「関東Ⅰ」は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。「関東Ⅱ」は茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県。 
　　　「近畿Ⅰ」は京都府、大阪府、兵庫県。「近畿Ⅱ」は奈良県は和歌山県、滋賀県。「北九州」は福岡県、佐賀県、 
　　長崎県、大分県。「南九州」は熊本県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

（実施回数） 

2.5 2.7 2.9 3.1 3.3 3.5
回 

kg/人・年 

（
消
費
量
）
 

64
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60
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0

関東Ⅰ 
近畿Ⅰ 北海道 

東海 
全国 

関東Ⅱ 

近畿Ⅱ 

北九州 
北陸 

四国 中国 

南九州 東北 

＊１　文部科学省「米飯給食実施状況調査」（2006年）
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図Ⅱ－40 地産地消モデルタウン構想

きときと氷見地消地産推進協議会 

消費者部会 学校給食部会 病院・福祉部会 旅館・民宿・観光部会 

生産者 

消費者 

氷見市地消地産推進条例(仮称)の制定 拠点施設 

・加工施設（米飯給食、もち加工、伝承漬物） 
・交流体験施設（食育講座、体験、情報発信） 
・直売所 

・農林水産業の活性化と食料自給率の向上 
・地域特産物の生産拡大と中山間地域の定住促進 
・耕作放棄地の解消 
・食生活の改善と食育推進 

目標 

・農業産出額の増加 
・農産物の県内出荷額の増加 
・学校給食の地元産食材の利用拡大 
・交流人口の増加 

成果 

資料：きときと氷見地消地産推進協議会「食育等との連携による地消地産モデルタウン構想」を基に農林水産省で作成 

（地産地消モデルタウンを推進）

地産地消の活動を、地域一体で取り組む「地産地消モデルタウン」が推進されている。

2007年４月には、富山県氷見市
ひ み し

が地産地消モデルタウンとして採択されている（図Ⅱ－40）。

氷見市では、「地域の需要動向を把握しながら、それに見合った生産計画をたて、安定的

な生産体制を構築する」という意味で「地消地産」と言い換えて、これを推進している。今

後、氷見市では、地消地産推進条例（仮称）を制定し、食育の推進とともに、農林水産業の

活性化と食料自給率の向上、地域特産物の生産拡大と中山間地の定住促進等を目標とした取

組を強化することとしている。

強い農業づくりに向けた地産地消の取組 事 例

愛媛県今治
いまばり

市
し

のJAおちいまばりでは、地元農産物の生産・消費拡大、農家の農業所得
増大を図る観点から、「産消提携」を進めていくことを目的として、農産物直売所、体
験・実習農園、レストラン、加工施設及び研修施設からなる地域農業振興の拠点施設を
2007年 4月に整備した。
同施設は「農強」（強い農業を

目指す）をロゴマークとして、①
直売所の販売価格は生産者自ら設
定し、②生産者の携帯端末に売上
情報を15分おきに配信するなど
により、多くの農産物直売所の平
均売上げが約 1億円というなか、
13億円の売上げが見込まれてい
る（2007年）。また、体験・実習
農園では、退職者や一般市民に研
修目的で農地を貸し付けている。
直売所が午前中で品薄となる状況
の解消、退職者の農園利用率の拡
大が課題となっている。

今治市 

愛媛県 高知県 

ロゴマーク

売上情報が表示、メール
配信される



エ　食料産業の動向
（食料にかかわる問題には食料産業が一体で取り組む必要）

食料は、人間が生きていくためにはもちろん、安心で質の高い暮らしを実現するうえでも

必要不可欠なものであり、将来にわたって、安全な食料が合理的な価格で安定的に供給され

る必要がある。食料の供給を担ういわゆる食料産業は、農水産業をはじめとして、食品産業

（食品製造業、食品流通業、外食産業）、これらに関連する資材供給産業、流通業といった食

にかかわるすべての産業から構成されている。

食料産業は、生産から消費に至る連鎖体系を構築し、互いに密接に関連しており、また、

食料をめぐる需要、供給、技術といった様々な環境変化の影響を共通して受けるため、食料

にかかわる諸問題の解決には、食料産業を構成するすべての産業が一体となって取り組む必

要がある。

（食料産業の経済規模はGDPの１割）

食料産業の国内総生産（GDP）＊１は、前年度より2.6％減少して48兆円となっている（2005

年度）。これは全産業の9.6％を占め、我が国経済のなかで一大産業分野となるとともに、地

域経済においても重要な産業分野となっている。

食料産業における各業種の割合を1970年度と2004年度で比較すると、農漁業が３割から１

割に減少し、その分飲食店と商業（食品卸・小売業）の比率が上昇している（図Ⅱ－41）。

また、農水産物の国内生産が12兆円であるのに対し、飲食費としての最終消費額は80兆円の

規模まで膨らんでいる＊２。

これは、高度経済成長期以降、国民所得の伸び等を背景として、ライフスタイルの変化と

ともに、食生活の多様化や食料消費の量的拡大、食の外部化が進展するなか、国内生産では

供給困難な農水産物の輸入が増加していること等が影響していると考えられる。

106

第
１
部

第
Ⅱ
章

図Ⅱ－41 食料産業の国内総生産における業種別割合の推移

資料：農林水産省「農業・食料関連産業の経済計算」 
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＊１　［用語の解説］を参照
＊２　総務省他９府省庁「産業連関表」（2000年）を基に農林水産省で試算



（各種のコスト上昇により厳しい経営状況）

食品産業は、人口減少、少子・高齢化の進展に伴う国内市場の量的飽和・成熟化に直面し

ている。特に最近では、国際穀物相場や原油価格の高騰により原料調達コストや製造・輸送

コストが増加する一方、食品の安全性に対する消費者や取引先の信頼を得るためにも一定の

コストをかける必要が生じている。

このため、食品産業に属する多くの企業でコストが利益を圧迫するなどし、食品産業の意

識調査によると、１、２年前と比べた経営状況は厳しくなっている（図Ⅱ－42）。業種別に

その理由をみると、食品製造業では原料価格の上昇、卸売・小売業では業界内における価格

競争、中食・外食では人材確保が困難ななかでの人件費の上昇となっている＊１。

（大手食品製造業者を中心に相次いで製品価格の引上げを表明）

このような厳しい経営状況の一方で、生活意識に関するアンケート調査＊２では、１年前

と比べて現在の収入が減ったとする者が５割近くに達し、「１年後の支出を現在より減らす」

とする割合も高まってきており、消費者は収入が伸び悩むなか、支出を減らす傾向にある。

このようななか、食品製造業者は、工場の集約化等による生産性向上や物流拠点の統廃合

等によるコスト削減の努力を行っている。しかし、コスト上昇が企業努力で対応可能な限度

を超えているものもあり、昨年秋以降、大手食品製造業者を中心に相次いで製品価格の引上

げが表明され、一部で出荷段階の取引価格が上昇している（図Ⅱ－43）。

また、食品小売業においても、物流コストの徹底削減、プライベートブランドの品目拡充

等による小売価格抑制のための努力が行われているが、仕入価格の上昇等により、一部の商

品で値上げが行われている。このため、消費者物価指数をみると、生鮮食品を除く食料の価

格は徐々に上昇する動きがみられる（図Ⅱ－44）。

食品産業においては、厳しい経営の状況に加え、業界内の競争激化等から、資本提携や合

併、買収を行う動きがみられており、今後このような動きが一層進行する可能性がある。
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図Ⅱ－42 食品産業の１、２年前と比べた経営状況

資料：農林水産省「食品産業の意識調査」（2007年8月公表） 
　注：食料品の製造から流通・販売にかかる関係企業を対象として業界団体経由で実施したアンケート調査（回答総数914） 
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資料：日本銀行「企業物価指数」 
　注：1）企業物価指数とは、生産者出荷段階（一部は卸売出荷 
　　　  段階）の取引価格を指数化したもの 
　　　2）調製食品とは、加工食品のうち、加工原料食品（小麦 
　　　  粉、精製糖等）、飲料、氷、たばこ以外のもの 

資料：総務省「消費者物価指数」 
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図Ⅱ－43 国内企業物価指数の推移
（調製食品、2005年＝100）

図Ⅱ－44 消費者物価指数の推移（生鮮食品
を除く食料、2005年＝100）

＊１　農林水産省「食品産業の意識調査」（2007年８月公表）
＊２　日本銀行「生活意識に関するアンケート調査」（第33回）（2008年４月公表）。３か月ごとに実施



（外食産業のなかには地域別価格を導入したものもある）

外食産業は、全国展開するフランチャイズチェーンが目立つ一方、店舗数では個人による

零細経営が圧倒的多数を占めている。従業者は、フランチャイズチェーンを中心に、非正規

雇用者の比率が高いという特徴がある。また、経営面をみると、飲食店の売上高に占める食

材仕入額の比率は３割程度であり＊１、販売価格の変更は容易ではないことから、食材価格

の安定は非常に重要である。

2007年には、人件費や食材価格の上昇を受け、大手外食チェーンの一部でメニューの値上

げが行われた。値上げをした企業のなかには、地域別価格を導入したものもある。これは、

都市部において人件費や家賃が上昇していることに加え、消費者の購買行動を考慮した結果

とみられている。

（卸売市場経由率は低下傾向）

生鮮食料品が卸売市場を経由して流通する数量（花きは金額）の比率（卸売市場経由率）

は、近年、卸売市場を経由することが少ない輸入品が増加していること等により低下し続け

ているが、依然として高い水準を保っている（図Ⅱ－45）。これは、卸売市場には、多数の

供給者と需要者の間で、供給量の変動が大きく品質の劣化が早い商品を大量・迅速に流通さ

せるとともに、豊富な品揃え、大量単品目から少量多品目への迅速な集分荷、公正な価格の

形成といった機能があるためである。しかし、卸売市場の取扱高の減少や買付販売の増加と

いった取引方法の変化は、卸売業者の経営

に影響を与えている。

一方、2007年４月には、「食品流通構造

改善促進法」に基づき、食品流通部門の構

造改善を図るための基本方針が見直され

た。これに基づき、インターネットを活用

した食品販売等多元的な流通経路を形成す

ることや、産地や調理方法等の食品情報を

消費者に提供する機能を強化すること等、

食品流通業者等による流通機構の合理化や

流通機能の高度化への取組に対し、国によ

る支援が行われている。
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我が国の外食の歴史

現在、我が国の一大産業分野となっている外食は、20世紀後半に急速に成長して現在の姿となったが、
その歴史は江戸時代にさかのぼるという説がある＊２。これによると、外食施設の始まりは、京、大坂、江
戸にできた旅

はた

籠
ご

や茶屋（茶店）である。19世紀初頭の江戸の市街には人口約170人に 1軒の飲食店があった
と推計され、当時の世界で飲食店が最も高密度に分布していた都市とされる。この背景として、男性独身者
の人口比率が非常に高く、日銭の現金収入がある職人の多かった都市であったことが指摘されている。また、
食べ歩きを楽しむ食通や地方から来た人に対するレストランガイド（相撲の番付に擬した形で店の格付をし
たものが多い）も公刊されていた。
多くの国で高級料理が王や貴族のための料理として発展してきた一方、我が国では町人がつくり上げた料

理が現代の高級日本料理の基礎となっているという特色がある。

資料：農林水産省「食料需給表」等を基に農林水産省で推計 
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図Ⅱ－45 卸売市場経由率の推移

＊１ （独）農畜産業振興機構「平成17年度　食肉消費構成実態調査報告書」（2005年９月公表）
＊２ 石毛直道「外食の文化史序説」（石毛直道監修「講座　食の文化　第五巻 『食の情報化』」（1993年４月、（財）味
の素食の文化センター）より）



（食品産業の再生利用等実施率は着実に向上）

食品リサイクル法＊１は、食品循環資源＊２の再生利用と食品廃棄物等の発生抑制・減量に

より循環型社会を構築することを目的として、2001年に施行された。その結果、2006年度の

食品廃棄物等の再生利用率＊３は、食品産業全体で59％まで上昇し、また、食品リサイクル

法で規定している肥料、飼料等への再生利用率は48％まで上昇しているが、食品廃棄物等の

発生量は約1,100万tと抑制が進んでいるとは言い難い状況にある（図Ⅱ－46）。また、食品

小売業や外食産業では、食品廃棄物等が少量かつ分散して発生すること等から、依然として

十分な再生利用等が行われていない。

（事業者ごとの再生利用等実施率目標を実施状況に応じて設定）

このため、2007年に食品リサイクル法が改正され、食品関連事業者に対する国の指導監督

を強化する観点から、毎年度、同法に基づく取組状況等について報告することが義務付けら

れた。さらに、個別の事業者の再生利用等実施率目標を、その実施状況に応じて設定するこ

とにより、食品循環資源の再生利用等の一層の促進を図っていくこととされた（表Ⅱ－２）。

なお、再生利用に当たっては、飼料自給率向上とともに、飼料価格高騰への対応等の観点か

らも飼料化を優先的に行う必要がある。
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図Ⅱ－46 食品廃棄物等の発生量と再生利用量の推移

資料：農林水産省「食品循環資源の再生利用等実態調査」 
　注：（　）内は食品廃棄物等の発生量に占める割合 
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毎年度の基準実施率 ＝ 前年度の基準実施率 ＋ 前年度基準実施率に応じた増加ポイント 

（ただし、2007年度の基準実施率は、2007年度再生利用等実施率（実績）とする） 

※2007年度再生利用等実施率が 
　20％未満の場合は、20％とし 
　て基準実施率を計算する。 

前年度の基準実施率区分 

20％以上50％未満の事業者 

50％以上80％未満の事業者 

80％以上の事業者 

増加ポイント 

2％ 

1％ 
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表Ⅱ－２　事業者ごとの食品循環資源の再生利用等の実施率目標

＊１　正式名称は、「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」
＊２ 食品循環資源とは、食品廃棄物（食品の製造過程で発生する残さ、外食過程で発生する食べ残し等）のうち、肥
料・飼料等への再生利用により資源として有効利用されるもの

＊３ 食品廃棄物等の発生量に占める再生利用量（食品循環資源として肥料・飼料等の製品の原材料に利用する量）の
割合



（リサイクル・ループの構築を促進）

また、今回の食品リサイクル法改正では、食品関連事業者の店舗等で発生した食品循環資

源を肥料や飼料として再生利用し、それを利用して生産された農畜水産物等を同じ食品関連

事業者が利用する「リサイクル・ループ」の構築が促進されることとされた（図Ⅱ－47）。

具体的には、食品関連事業者、リサイクル業者、農林漁業者等の三者が連携して、食品循環

資源について循環型の再生利用事業計画を作成し、主務大臣の認定を受けた場合には、食品

循環資源の収集運搬について、一般廃棄物にかかる廃棄物処理法上の許可が不要とされた。

さらに、従来、食品残さの飼料化（エコフィード）の取組は主に食品製造業者によって行

われてきたが、今回の食品リサイクル法改正を契機に、コンビニエンスストアのような食品

小売業者等にも取組が広がりつつある。飼料価格の高騰から、エコフィードには輸入飼料の

代替品としての期待が高まっており、安定的な供給や品質の安定性の確保、エコフィードを

利用した畜産物に対する消費者の理解の醸成が課題となっている。
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図Ⅱ－47 食品リサイクル法改正による再生利用事業計画の認定制度の見直し
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（東アジア食品産業活性化戦略により我が国食品産業の国際競争力を強化）

我が国は人口減少や少子・高齢化に直面しており、食料品に対する需要は量的に飽和状態

にある。一方で、東アジアは経済発展が著しく、食料品需要も量的・質的に成長しつつある。

東アジアにおける食料品需要は、世界全体のなかでも大きい割合を占めるようになってお

り、食料調達力が増しつつある。

現在、我が国の食品産業は欧米に比べ海外展開が遅れているなか、これまでどおり国内需

要に依存したままの構造では、国際競争力が低下し、食料の安定供給機能にも支障が生じる

おそれがある。

このため、政府は2006年に「東アジア食品産業活性化戦略」を策定し、ASEAN各国、中

国、韓国を基本としてインドも視野に入れた我が国の食品産業の対外投資を促進している。

これは、東アジアとともに成長・発展するという視点に立ち、この地域の活力を活かして、

我が国食品産業の国際競争力の強化を図るものである。

（東アジアへの投資促進には情報収集が重要）

国内企業が外国へ投資を行うに当たっては、情報収集が非常に重要である。2007年度、政

府は、（財）食品産業センター内に食品産業海外事業活動支援センターを設置し、東アジア主

要都市と国内で情報を共有化するための組織の構築を進めている。同センターでは、東アジ

ア各国における外資導入に関する制度や投資環境を調査するとともに、主要都市に設置する

協議会を通じた情報収集により必要な情報の共有化・活用を行うこととされている（図Ⅱ－

48）。
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図Ⅱ－48 東アジア食品産業活性化戦略の推進体制

【食品産業海外事業活動支援センター】 
（（財）食品産業センター内） 

東アジア主要都市 
【食品産業海外連絡協議会】 

【概要】 

●投資環境情報の整理・分析 
●知財権保護にかかるセミナー等の開催 
●人材バンクへの専門家の登録と派遣 
●ホームページ等を通じた各種情報の提供 

・現地の食習慣、消費動向等の調査 
・食品に関する法制度、事故等トピックスの収集 
・日系食品企業との意見交換の実施　等 

●海外投資に関する相談対応 
●知財権侵害にかかるミッション団の派遣 
●人材育成のための研修会等の実施 

【業務内容】 

東アジア各国・各地域への投資や事業拡大に関心がある食品企業に対して、 
東アジア各国の各種投資環境等に関する情報提供や専門アドバイザーによる相談を無償にて実施 

情報の共有化 
連携支援体制 

国内地方主要都市 
【食品企業相談等】 

【業務内容】 

・地域の食品企業からの相談、問合せへの対応 
・セミナー等、関連イベントの紹介　等 

【業務内容】 

資料：農林水産省作成 

JETRO海外事務所 
（北京・上海・広州・バンコク・シンガポール） 

農林漁業金融公庫支店、 
JETRO貿易情報センター、地方農政局等 



（３）食の安全と消費者の信頼の確保

ア　食品の安全確保
（食の安全と消費者の信頼の確保が安心できる食生活の実現につながる）

安全な食料の安定供給や国民の健康保護には、有害化学物質・微生物等を含む食品による

健康被害を未然に防止するための「食品の安全」を確保する取組のほか、動植物検疫、栄養

や食事習慣に関する施策等までを含めた「食の安全」を確保する取組が重要である。これに

加えて、食品表示の適正化等消費者の信頼を確保するための取組を実施することにより、消

費者にとって安心できる食生活の実現につながっていくこととなる。

（生産から食卓までの安全確保が重要）

安全な食品を消費者に供給するためには、生産から食卓までを通じて安全確保の徹底を図

ることが必要である（図Ⅱ－49）。

（リスク分析を実施）

食品の安全確保に当たっては、問題・事故への事後対応ではなく、健康への悪影響を未然

に防ぐために、食品、飼料等に含まれる有害物質の毒性や分布の実態を把握して健康への悪

影響を最小にするリスク管理が重要であり、これは国際的な共通認識となっている。

我が国においても、このような認識に基づき、食品の安全確保についてリスク分析の取組

が行われている（図Ⅱ－50）。
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図Ⅱ－49 生産段階から加工・流通段階にわたる安全確保の徹底

資料：農林水産省作成 

生産段階 加工・流通段階 

生産者 食品 消費者 農畜水産物 

農林水産省 
（生産、流通及び消費の改善を通じた安全確保） 

連携 
農林水産省 

（生産工程における規制等） 
厚生労働省 

（食品衛生規制等） 

食品安全委員会 
（人の健康に与える影響の科学的評価） 

図Ⅱ－50 リスク分析の枠組み

資料：農林水産省作成 

リスク分析 

何らかの問題が発生する可能性がある場合、問題発生を未然に防止したり悪影響の起きる可能性を低減したりすること 

■リスク管理 
　どの程度のリスクがあるのかを実態調査すること等により知ったうえで、リスクを低くするための措置を検 
　討し、必要に応じて適切な措置をとること 

■リスク評価 
　食品中に含まれる有害物質等を摂取することにより、どのくらいの確率でどの程度の健康への悪影響が起き 
　るかを科学的に評価すること 

■リスクコミュニケーション 
　リスク分析の全過程において、消費者等関係者間でリスクについての情報・意見を交換すること 



（輸入品の安全確保のため各国との情報交換・連携を実施）

2007年５月以降、食品を含めた輸入品の安全性への不安感が世界的に高まっている。この

ようななか、輸入品が大きな比重を占める我が国においては、必要に応じて輸入品の安全対

策について輸出国政府や輸入業者とも連携しつつ、輸入品の安全対策を強化することにより

国民の安全・安心を確実にすることが求められている。

このため、同年７月に、輸入品を扱う民間団体と関係省庁＊１による「輸入品の安全確保

に関する緊急官民合同会議」が開催され、各国との情報交換・連携により輸入品の安全確保

を図ることとされている。

また、厚生労働省は、輸入食品の安全を確保するため、年度ごとに「輸入食品監視指導計

画」を策定し、重点的、効率的かつ効果的な輸入食品の監視指導の実施に取り組んでいる。

さらに、農林水産省と環境省において、米国でのペットフードによるペットの健康被害の

発生後、2007年８月に有識者からなる「ペットフードの安全確保に関する研究会」が開催さ

れた。同研究会での議論の結果、同年11月に、国内で流通するペットフードの安全を確保す

るうえで法規制を導入すべきことが提言された。これを受け、ペットフードの基準・規格を

設定し、これに合わないものの製造を禁止すること等を内容とする「愛がん動物用飼料の安

全性の確保に関する法律案」が、2008年３月、第169回国会に提出された。

（工程管理手法の導入が重要）

農産物の安全確保については、最終産物の有害物質残留量の検査による品質管理よりも、

生産工程の各工程を記録・点検することにより品質管理を行う手法（工程管理）の方がより

効果的でかつ管理コストにも優れることから、世界的に主流となっている。我が国において

も、工程管理手法を積極的に導入・推進することにより、食品安全を確保することが重要で

ある。

食品産業においては、危害防止のために特に重点的に管理すべきポイント（重要管理点）

を常時監視・記録する工程管理手法であるHACCP
ハ サ ッ プ

（危害分析・重要管理点）手法を導入す

る企業が増加しているが、設備資金調達や人材面等の問題から導入を検討している企業の広

がりはみられない状況にある（図Ⅱ－51）。
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図Ⅱ－51 HACCP手法の導入状況

資料：農林水産省「平成18年度食品産業動向調査」（2006年11月公表） 
　注：日本標準産業分類による食料品製造業及び飲料・たばこ・飼料製造業（製氷業、たばこ製造業及び飼料・有機質肥料製造業を除く）を営む企業で、 
　　従業者のうち常用雇用者が5人以上の企業2,600社を対象に実施（回収率64.7％） 

0 20 40 60 80 100
％ 

手法の考え方を 
よく知らない 

予定はない 導入を検討 導入済み3.3

導入途中7.1

4.0

2000年 30.0 29.4 30.2

06 10.6 27.9 37.8 19.7

＊１　内閣官房、外務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省



（2011年度までに主要産地でGAP
ギャップ

を導入）

一方、農業生産工程全体を適切に管理していく手法としてGAP（農業生産工程管理手法＊１）

が世界的に取り組まれており、EUにおいて導入されているGLOBALGAP
グ ロ ー バ ル ギ ャ ッ プ

＊２をはじめとして

広く普及している。我が国においてもGAPの取組が進められており、都道府県において

GAPの推進体制の整備が進んでいるが、現状ではGAP手法に取り組んでいる産地や農業者

の数は限られている。

このため、まずは全国的に汎用性の高いGAP手法のモデルとして、基礎的な事項につい

て取りまとめられた「基礎GAP＊３」や「導入マニュアル」を活用して、すべての販売農家、

産地の関係者を対象にGAP手法自体の普及・啓発や実践支援を図り、2011年度までに野

菜・果樹や米麦等のおおむねすべての主要な産地（２千産地）においてGAPの導入を目指

すこととされている（図Ⅱ－52）。
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図Ⅱ－52 GAP手法導入・推進に向けた施策

資料：農林水産省作成 

情報交換 

普及・啓発 

実践支援 

○農林水産省ホームページに専用コーナーを開設 ○「GAP手法導入・推進会 
　議」を開催し、国の取組 
　方針を周知するとともに、 
　情報共有、意見交換を通 
　じて国全体としてGAP手 
　法の導入・推進を図る。 

○GAP手法推進パンフレットの配布 
○全国的に汎用性の高い基礎的な 
　GAP手法モデル（基礎GAP）の公表 

○「GAP手法導入マニュアル」の公表 
○普及指導員を対象とした研修 
○「食の安全・安心確保交付金」による実証産地の支援 

GAPを基本とした農業生産の取組事 例

JAあいち中央チンゲン菜生産部会（愛知県安
あん

城
じょう

市
し

と碧南
へきなん

市
し

）は、2001年度に12戸の部会員全員がエコフ
ァーマーの認定を受けるなど、環境保全型農業に取り組んできた。2007年度からは、県の普及組織の協力
のもと、GAP手法を導入した。この取組は、愛知県が環境と安全に配慮
した農業への取組を促進するため、「環境」、「安全」、「安心・信頼」をキ
ーワードとした「愛知県農産物環境安全推進マニュアル」を2006年３月
に策定したことがきっかけとなっている。このマニュアルは、生産者が配
慮すべき事項とともに、これらを守るためのチェックシートである「環
境・安全やろまいシート」（「やろまい」というのは「やりましょう」の方
言）のひな形を示したものである。
これを受けて、同生産部会は、部会版の「環境・安全やろまいシート」

を作成し、チェックシートによる確認を着実に実施するよう取り組んでい
る。取組が始まって間もないので、生産物の付加価値向上までにはつなが
っていないが、生産者が自分の仕事の内容を見つめ直すきっかけになると
いうメリットが現れている。また、消費者や流通業者から生産情報を聞か
れた場合には情報提供することも可能となっている。
GAPや環境に配慮した生産を行う取組を消費者にも知ってもらうとと

もに、QRコードを印刷した生産者カードを活用してホームページ上で生産
者情報を提供するなど、産地としての価値を認めてもらうよう取り組んでいる。

たい肥散布による土づくり

＊１、２、３　［用語の解説］を参照

碧南市 

安城市 

愛知県 

岐阜県 長野県 

静岡県 



イ　動植物検疫等の取組
（高病原性鳥インフルエンザをはじめとした家畜の伝染性疾病対策を実施）

食品の安全確保を図るとともに、家畜や農作物の病気、害虫のまん延防止により食料の安

定供給を図ることも重要である。我が国で2007年１月に発生した高病原性鳥インフルエンザ

については同年３月にはすべての防疫措置が完了し、同年５月には我が国は国際獣疫事務局

（OIE）の規定により清浄国に復帰した。また、インドネシア、ベトナム等14か国（2008年

３月18日現在）で高病原性鳥インフルエンザの鳥から人への感染事例が確認されており、こ

れが人から人への感染力をもつ新型インフルエンザに変異し、世界的に大流行するのではな

いかと危惧されている。これを受けて、新型インフルエンザ対策の一環として、また、家き

ん段階における本病の早期撲滅を推進するため、我が国ではアジアを中心に家きんの防疫対

策への支援等、積極的な国際貢献が行われている。

海外では、高病原性鳥インフルエンザ以外にも、口蹄疫や豚コレラといった家畜の伝染性

疾病が広く発生しており、輸入品による侵入を防ぐため、海外での発生状況の情報収集、輸

入禁止や輸入検疫、空海港における靴底消毒等が行われている。また、国内の家畜の伝染性

疾病に対しては、従来から国や都道府県等が検査や発生時のまん延防止措置、自衛防疫の指

導等を実施しており、広く家畜の飼養衛生管理基準に基づき飼養管理を推進するとともに、

農場段階におけるHACCP方式を活用した衛生管理の推進により、衛生管理の充実・強化が

図られている。

（植物検疫制度の見直しを実施）

輸入農産物の量や種類の増加に伴い、我が国への病害虫侵入リスクが高まっており、

WTOでは、加盟国は「衛生植物検疫措置の適用に関する協定」（SPS協定）により、科学的

な根拠や国際基準がある場合は、それに基づいた様々な措置をとることが認められている。

過去、世界では植物病害虫の侵入被害により農業生産に壊滅的な被害を被った例もあること

から、我が国の植物防疫制度についても科学的なリスク評価に基づき検疫対象病害虫を見直

すなど、より効率的・効果的な植物検疫を実施するため、病害虫の侵入リスクに応じた検疫

制度への見直しが行われている（図Ⅱ－53）。
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図Ⅱ－53 リスクに応じた検疫措置

資料：農林水産省作成 
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ウ　消費者の信頼の確保
（食品表示に対する関心の高まり）

2007年には、米をはじめとした生鮮食品や、菓子や調理食品といった加工食品における表

示偽装事件が相次いで発生した。食品表示は消費者の商品選択の際の基準となるものであり、

一連の事件は消費者の信頼を裏切り、また、食品表示に対する信頼を揺るがすものである。

このような事態を受け、賞味期限や原材料の表示といった食品表示に対して消費者の関心が

高まっている。

（生鮮食品の不適正表示は増加傾向）

「農林物資の規格化及び品質の適正化に関する法律」（JAS法）では、すべての飲食料品

が生鮮食品と加工食品に区分され、品質表示基準に基づき、名称、原産地、原材料等の表示

を義務付けられている。小売段階における生鮮食品の表示については、原産地、名称ともに

表示の欠落は減少しており、大多数の店舗では適正な表示が行われていることがうかがわれ

る。しかしながら、違反数自体は少ないものの、表示の欠落を除く不適正表示は増加傾向に

ある（図Ⅱ－54）。

（有機JAS規格の格付方法に関する検討を開始）

有機JAS規格については、1999年に国際的な基準が制定されたことを受け、2000年に有機

農産物やその加工食品に関するJAS規格、2005年に有機畜産物に関するJAS規格が制定され、

表示の適正化と生産物の規格化が図られてきた。

このようなことから、一般消費者の認知度は高まっているものの、不適正な格付事例がみ

られたことや、制度が発足して７年が経ったことから、2008年２月以降、有機JAS規格の認

定の仕組みについて検証するための検討会が開催されている。
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図Ⅱ－54 生鮮食品の不適正表示の推移

資料：農林水産省「生鮮食品の品質表示実施状況調査」 
　注：1）各年度とも小売店舗3万店舗以上を対象として、名称及び原産地の表示状況を調査 
　　　2）不適正表示率は、表示の欠落を除く不適正な表示の割合 

（生鮮食品の表示欠落率（店舗ベース）） （不適正表示率（商品ベース）） 
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（消費者と行政が一体となって食品表示を監視）

食品表示に対しては、行政による監視・指導と、消費者による監視が行われている。この

うち、行政による監視・指導は地方農政局や都道府県、警察等の関係機関の連携により行わ

れている（図Ⅱ－55）。また、広域、重大な案件に対して機動的な調査を行うため2008年度

から「食品表示特別Gメン」を新設して、不正表示の監視取締体制を強化することとされて

いる。

一方、消費者による監視は、食品表示ウォッチャー、食品表示110番として行われている。

食品表示ウォッチャーは、行政から委嘱を受けた消費者（2007年は５千人）が食品の品質表

示状況を日常的にモニタリングし、表示義務事項の欠落等不適正な食品表示の実態について

農林水産省関係機関に情報提供を行っている。また、食品表示110番は、広く国民から食品

の表示についての情報提供や質問を受け付けるホットラインであり、その件数は年々増加し、

2007年には約１万７千件の情報が寄せられている。

（業者間取引における食品表示のあり方を検討）

JAS法における食品への品質表示については、消費者の選択に役立てることを目的とした

制度であることから、最終製品の製造業者等のみに義務付けられていた。しかしながら、

2007年に、表示義務の対象とされていなかった業者間取引において不正が行われ、結果的に

最終商品の表示が不適正となった事案が発生したことから、消費者の食品表示に対する不信

感が高まった。

このような状況を踏まえ、消費者の食品表示に対する信頼を向上させるため、食品の業者

間取引について、表示のあり方を広く検討するための検討会が開催された。検討会における

検討の結果、品質表示基準を改正して業者間で取引される加工食品等にも表示を義務付け、

不適正表示に対する抑止力を高めることが適当であるとされた。これを受け、2008年４月か

ら、改正された品質表示基準が適用されている。

このように、種々の取組が進められているものの、正しい食品表示を徹底するためには何

よりも食品事業者の意識改革が重要であり、コンプライアンス（法令の遵守及び倫理の保持

等）の徹底が必要不可欠である。
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図Ⅱ－55 食品表示監視・指導体制

資料：農林水産省作成 
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（１）農業労働力の現状

ア　農業労働力の動向
（昭和一けた世代のリタイアにより農業労働力のぜい弱化の進行が懸念）
我が国は人口減少社会に入るなか、労働力人口＊１は1998年の6,793万人をピークに減少局

面を迎え、2007年には6,669万人となり、2030年（24年後）には6,180万人になるとの試算も
示されている＊２。農業分野では、現在、農業労働力の主力となる基幹的農業従事者が65歳
以上で６割となっており＊３、近い将来、昭和一けた世代をはじめ我が国農業を支えた高齢
者の多くが引退することが見込まれ、農業労働力のぜい弱化の進行が懸念されている。

（多様な人材が就農しやすい支援措置が重要）
新規就農者数（自営農業に就農した者で新規参入者の数を含む）は７万５千人で、60歳以
上が半数を占め、39歳以下の新規就農青年は１万１千人で、そのうち2,480人が新規学卒者
となっている＊４。農業高校等の専門高校が減少し､総合学科の設置等の動きがみられるなど、
農業高校、道府県農業大学校は厳しい状況におかれているが、新規学卒就農者の３割が農業
高校の卒業生で､４割が道府県農業大学校の卒業生であるなど、今後の農業の担い手の多く
を輩出しており、依然重要な役割を担っている。
今後、農業労働力を確保するためには、若者や中高年の活用を図ることも重要であり、フ
リーターや団塊の世代等に農業の魅力を伝え、農業に対する関心を高めることで、意欲と能
力のある多様な人材に農業を職業として選択してもらうことが重要である。しかし、新たに
農業経営を開始する場合、営農技術の習得をはじめ、農地や資金の確保といった課題がある
（図Ⅱ－56）。また、農家以外の新規就農者は、就農地域の選択に当たり行政等の受入・支援
対策が整備されている点を重視している（図Ⅱ－57）。
このため、これらの課題に対応した新規就農者への支援措置を実施することが重要である。
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第２節　農業の体質強化と高付加価値化

図Ⅱ－56 農業経営の開始に当たり
苦労した点（複数回答）

図Ⅱ－57 就農地域の選択の理由
（複数回答、2006年の上位５つ）

資料：農林水産省「新規就農者就業状態調査」（2007年8月公表） 
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資料：全国農業会議所「新規就農に関する実態調査」（2007年3月公表） 
　注：農家以外の新規就農者または農家出身でも土地等を独自調達して農 
　　業を開始した経営主1,298人を対象に実施したアンケート調査（回収率 
　　45.3％） 
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＊１　15歳以上の人口のうち、「就業者」と「完全失業者」を合わせたもの
＊２ 厚生労働省「雇用政策研究会報告」（2007年12月公表）。6,180万人は、各般の雇用対策を講じることで労働市場へ
の参加が進んだ場合の推計値で、そうでない場合には5,584万人になると推計されている。

＊３ 農林水産省「農林業センサス」。なお、65歳以上の高齢者は農作業死亡事故件数（農林水産省調べ）に占める割合
も高く、2005年は全体で395件のうち、75％に相当する298件を占めている。

＊４　農林水産省「新規就農者調査」（2007年12月公表）



（農業法人等が若者を積極的に雇用）
農家の農業後継者が減少する一方､2005年の農業法人等の雇用者数（常雇）は10年前

（1995年）より８千人（17％）増加して５万６千人、家族経営の農家における雇用者数（常
雇）も10年前より１万８千人（43％）増加して６万１千人となるなど、積極的な雇用の動きがみら
れる＊１。2006年に農業法人等に新規に雇用された者は6,510人で、このうち39歳以下が６割
を占め＊２、農業法人等が若い新規就農者にとって重要な就職先となっている。これは、多
額の初期投資を必要とせず、働きながら技術習得が可能であることや、受皿となる農業法人
が増加していることが主な要因と考えられる。
また、これらの農業法人等における採用経路は､知人の紹介のほか新規就農相談センター＊３

やハローワーク、民間職業紹介事業所、インターネット、農業法人合同説明会等と多様化し
ており、様々なルートでの情報提供等が必要となっている。

（就農段階に応じた円滑な就農の実現を支援）
新規就農者に対しては、経験がなくても円滑に就農が図られるよう、就農前から就農後の
定着の各段階に対応した国による支援が行われている。
具体的には、①情報提供・相談段階では、全国、都道府県の新規就農相談センターでの就
農カウンセリング体制の整備等個別相談の充実、②体験・研修段階では、学生・社会人を対
象としたインターンシップ、フリーターといった若者向けの合宿研修の実施、都会で働きな
がら就農準備をする就農準備校の開設、③参入準備段階では、農地のあっせんや就農支援資
金の融資のほか､空き家バンクを通じた住宅の確保、個人の農業知識・技術レベルを客観的
に評価し､雇用者とのマッチングを図る日本農業技術検定の導入、④定着段階では、普及指
導員等の技術支援等が行われている。一方、地方自治体でも、各地域の実情に応じて、研修
制度の創設や借入資金利子助成の支援等の支援が行われている。
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新規就農における課題解決を支援する取組
（1）農地や農業機械を提供し、就農希望者の就農の定着に寄与する取組
埼玉県宮代町

みやしろまち

では、ルーキー農業塾を開設し、就農希望者を研修生として受け入れ、
2001年に町や農協等が出資して設立した第三セクターで、研修農場や農機、荷さばき
場等を提供している。研修農場は、最初 3～ 5 aから始まり、徐々に規模拡大をし、研
修終了時には、研修生自らが土地所有者から農地を借り受け、町内に定着するケースが
多い。町農業委員会では農家以外の新規就農者が農地を借り受けやすいように基準を緩
和している。また、地域指導農家等の技術指導をはじめ、研修中には第三セクターが運
営する直売所での出荷・販売を通じて経営感覚を磨く取組も行っている。さらに、研修
期間中の当面の課題となる所得を確保するため、第三セクターで実施する農作業受託等
のオペレーターとしてアルバイト雇用も行っている。
このような取組により５年間で９人が就農しており、地域農業の活性化に結び付いている。

（2）研究機関と連携し、世界最高水準の農業者を養成する農業者大学校の取組
（独）農業・食品産業技術総合研究機構農業者大学校は、2008年 4月に茨城県つくば
市
し

の筑波研究学園都市に移転・開校した。
具体的な内容としては、第一線の研究者や各界のトップリーダー、先進的な農業実

践者が最高水準の講義を行うとともに、研究機関の研究チームでの実習や先進農業経
営体での派遣実習を行い、世界的な視野で考え、地域で行動し、絶えざる経営革新に
取り組む農業者の育成を目指している。

農業塾での農業機械の研修

農業者大学校

＊１　農林水産省「農林業センサス」
＊２　農林水産省「新規就農者調査」（2007年12月公表）
＊３ 全国及び都道府県に設置されている新規就農者に関する相談窓口で、新規就農者への農地の確保に関する情報と
いった情報提供等の業務を行っている。

事 例
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イ　女性農業者の参画の推進状況
（認定農業者等に占める女性農業者の割合は低い水準）
女性農業者は、農業就業人口や基幹的農業従事者の半数（2006年）を占めており、農業経
営の一部や＊１、加工、販売等の起業活動を担うなど我が国の農業において重要な役割を果
たしている（表Ⅱ－３）。しかしながら、認定農業者、農業委員等に占める割合は依然低い
水準にあり、女性農業者の参画が十分に進んでいない状況にある。
また、認定農業者や農業委員に占める女性農業者の割合をふやすといった女性の参画目標

（数値目標）を設定している市町村は、全市町村の３割と前年度から増加している＊２。都道
府県別にみると、全市町村で設定済みの県がある一方、１割未満の市町村しか設定していな
い都道府県もあるなど、都道府県間に取組の差が見受けられる。

（農業経営において女性は「出荷・販売」等の中核となる仕事を希望）
農家の男性の６割、女性の４割が女性を経営者または共同経営者として、農業経営の全体
または特定の部門を任せるべきと考えている＊３。一方、実際には農作業に従事する女性の
うち、給与や報酬を受け取っている者は５割にとどまっている現状にある＊４。
また、農業経営のなかで女性に任せたい仕事（男性の意識）、女性が担いたい仕事（女性

の意向）では、男性が「簿記・記帳」といった経理部門を任せたい仕事として最も期待して
いる。これに対し、女性は「出荷・販売」といった農業経営の中核となる仕事を担いたいと
考えており、考え方に大きな差が見受けられる（図Ⅱ－58）。
家族農業経営の合理化や発展のためには、女性や後継者等の経営に携わる家族全員の能力
が十分に発揮できる環境づくりが重要である。このため､農業経営に携わる構成員の役割､就
業条件等を明確化した家族経営協定＊５を締結する農家が増加しており、2007年は前年より
9.3％増加して37,721戸となっている＊６。家族経営協定を締結する農家では、女性の８割が
農業経営の方針決定に関与している。

資料：農林水産省「農業構造動態調査」、農林水産省調べ 
　注：1）認定農業者は2007年、農業委員、農協役員は2005年、指導農業士は2004年、それ以外は2006年の数値 
　　　2）女性の認定農業者数は、女性の単独申請数（5,326）のほか、夫婦による共同申請数（1,448）を含む 

農業就業人口（千人） 

農業委員（人） 

基幹的農業従事者（千人） 

農協役員（人） 

女性（千人） 
　　　1,718（53.6％） 

女性（人） 
　　　1,869（4.1％） 

女性（千人） 
　　　939（44.6％） 

女性（人） 
　　　438（1.9％） 

3,205 2,105

45,379 22,799

認定農業者（経営体） 

指導農業士（人） 

女性（経営体） 
　　　6,774（3.0％） 

女性（人） 
　　　1,258（12.0％） 

228,593

10,472

表Ⅱ－３　認定農業者等に占める女性農業者の割合

図Ⅱ－58 農業経営のなかで女性が担う仕事に関する女性の意向と男性の意識（複数回答）

資料：農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（2005年3月公表） 
　注：農畜産物の生産活動は、機械作業を除く。 

出荷・販売 簿記・記帳 農産物の加工 農畜産物の生産活動 市場情報の収集 
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＊１、４ 農林水産省「農業構造動態調査地域就業等構造動態調査－女性の就業構造・経営参画状況調査－」（2003年10
月公表）

＊２　2007年３月末現在（農林水産省調べ）
＊３　農林水産省「農家における男女共同参画に関する意向調査」（2005年３月公表）
＊５　［用語の解説］を参照
＊６　農林水産省「家族経営協定に関する実態調査」（2007年11月公表）
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（農村における女性の起業は増加傾向）

農村における女性の起業活動は､2006年に

は9,444件と年々増加しており、売上金額が

300万円未満が６割を占めるなど、小規模な

取組が多くみられる（図Ⅱ－59）。

また、最近では、従来から取組の多い食品

加工、直売所等での販売に加え､新たな部門

経営を担当することや､農家民宿､農家レスト

ラン等の起業活動が５年前（2001年）に比べ

２～３倍に増加している＊１。このような起

業活動が徐々に広がり､農産物加工品が地域

特産品となるなど地域の活性化に資する取組

がみられる。

（農村の活性化につながる女性の参画推進）

女性の役割を適正に評価するとともに、認

定農業者、農業委員等への女性の参画促進､

起業活動をしやすい環境を整えることで､小

規模農家を含め、農村の活性化に向けた取組

が一層推進されることが期待される。

資料：農林水産省「農村女性による起業活動実態調査」 

1997年 2001 06

件 
10,000

8,000
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4,000
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0

起業活動数 

グループ 
経営 

個人 
経営 

4,040

7,327

9,444

％ 
70

59.3
64.863.6

売上金額が300万円 
未満の割合（右目盛） 

60

50

65

55

3,362

678

5,252

2,075

5,845

3,599

図Ⅱ－59 農村女性の起業活動数等の推移

子育てママが集まり、こだわり生産、産直、農家レストラン等を運営する取組
岩手県奥

おう

州
しゅう

市
し

の稲作兼業農家の女性は、農業改良普及センター主催の

欧州研修にともに参加した女性の行動力や､欧州でのグリーンツーリズム

の取組に強烈な刺激を受けたことがきっかけとなり、30歳代の女性 9人

で、子育てをしながらまち（地域）も育てていこうと、「わがママ倶楽部」

を1999年に設立した。会員は、非農家や農家であってもこれまで子育て

が中心であった女性がほとんどで、技術研修を受けながら花きの共同栽培

に取り組むことから始めた。そして、会員との話合いを通じて、みんなが

輝いて暮らすための5年計画を樹立した。

また、個人としては、加工技術やグリーンツーリズムの研修を受け、行

政をはじめ関係機関のバックアップを受けながら、2000年からは農家民

泊をはじめ、修学旅行生の受入れも行っている。その後、2001年には会

員と地域の専業農家の女性たちと産地直売所を開設した。さらに、2004

年には会員を中心に農事組合法人を設立して、地元の米や野菜を使った料

理を提供する農家レストランを開店し、2005年には菓子製造許可を取得

し、加工場を開設している。このように、5年計画を着実に実現している。

このような活動に加え、農業委員や地元のまちづくり審議会委員として、

若い農村女性の声を政策に反映させてきた。今後は、規格外農産物からバ

イオエタノールを生産する取組を行うとともに、農村女性のリーダーだけで

なく、地域農業のリーダーとして活動の幅を広げていきたいと考えている。

＊１　農林水産省「農村女性による起業活動実態調査」（2007年11月公表）

事 例

奥州市 
岩手県 

宮城県 山形県 

秋田県 

わがママ倶楽部のメンバー
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ウ　農業における外国人研修生・技能実習生の動向
（研修・技能実習制度は最長３年の研修・技能実習が可能）

我が国では、開発途上国の「人づくり」に一層協力するため､外国人研修・技能実習制度＊１

を創設し、毎年多くの研修生・技能実習生が母国で役立つ技術を学んでいる。この制度に基

づき来日した研修生は、企業や農協等の団体が受け入れ、最長で１年間の研修を受ける（図

Ⅱ－60）。所定の技能評価試験による研修成果の評価をはじめとする要件を満たした者は、

技能実習生として研修期間と合わせ最長３年間在留することができる。技能実習の対象は62

職種114作業に上っており、農業関係では耕種農業と畜産農業の２職種５業種＊２が対象とな

っている。

（農業・食品分野の研修生は約２万人と増加傾向）

研修を目的とした新規入国者や技能実習への移行者は、年々増加しており、2006年の入国

者は約９万３千人、技能実習移行者は４万１千人となっている。農業・食品産業分野の研修

生数も増加傾向にあり、2006年度では約２万人（約１万２千人が食品産業、約7,500人が農

業分野）と全職種の２割を超えている。また、技能実習移行申請者は約１万人（2006年度）

で、農業分野では施設園芸が過半を占めている（図Ⅱ－61）。

図Ⅱ－60 外国人研修・技能実習制度の仕組み

資料：厚生労働省「研修・技能実習制度研究会資料」（2006年10月）を基に農林水産省作成 
　注：1）入国時の在留資格は「研修」、変更後は「特定活動」 
　　　2）技能実習に進めるのは、所定の技能評価試験による研修成果の評価等の要件を満たした者 
　　　3）「研修」の在留資格では、入管法上、報酬を受ける活動が禁止されており、研修生は労働者とならない。 

座学研修 実務研修 雇用関係のもとでの実習 

技能実習 

最長3年 

在留資格の変更 帰国 入国 

研修 
1年以内 

図Ⅱ－61 農業・食品産業分野における研修生の推移等

資料：農林水産省、（財）国際研修協力機構調べ 
　注：研修生には、実務研修を行わない者を含む。 
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（研修生及び技能実習移行申請者の推移） （技能実習移行申請者の作業別割合） 
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3,1342,596

＊１ 1989年に在留資格「研修」が設けられた後、1993年に技能実習制度が創設され、1997年にはその滞在期間が延長
されて、現行の研修・技能実習制度となった。

＊２ 耕種農業には、施設園芸と畑作・野菜の２作業が、畜産農業には、養豚、養鶏、酪農の３作業がある。このほか
に食品製造業では、缶詰巻締等11作業が対象となっている。
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（受入機関による適切な運営が必要）

外国人研修・技能実習制度は、制度創設後14年が経過し、研修生・技能実習生の受入人数

は増加する一方、法務省による受入機関の不正行為認定件数も増加しており、制度運営の適

正化が求められている（図Ⅱ－62）。

関係府省では制度適正化のための検討を開始しており、また、規制改革会議における「規

制改革推進のための第２次答申」（2007年12月）や、この答申を踏まえて改訂された「規制

改革推進のための３か年計画（改訂）」（2008年３月閣議決定）のなかで、実務研修中の研修

生に労働関係法令を適用することが示されるなど、制度の見直しが進められている。

農業分野において、今後も研修生・技能実習生の増加が見込まれるなか、研修生の所定時

間外作業や技能実習生に対する労働関係法規違反等の不適正事例も散見されている。こうし

た事例のなかには、制度の不十分な理解によるものも多く、受入機関における制度の正しい

理解と適切な運用が求められている。

（農業の実態に合った研修等を求める声）

農業分野には、農繁期や農閑期の存在といった農業特有の特性があることから、例えば、

年間を通じた継続的な研修の実施や通常の作業時間帯に合わせた研修期間の設定が困難な場

合があるなど、農業の実態に合った研修等の実施を求める声がある。

このため、研修生に対する処遇上の観点にも十分に配慮したうえで、こうした農業の特性

を踏まえつつ、効果的な技能修得がなされるよう、的確な運営を図っていく必要がある。

（制度の改善・充実に向けた取組の必要性）

農業分野では、研修・技能実習を通じて我が国農業技術が高いレベルで技能移転されるな

ど、研修生や技能実習生の母国から高く評価されている。しかしながら、安定した雇用労働

力の確保が課題となっている地域や経営体では、研修・技能実習制度の目的に反し、研修生

等が労働力として期待されている面もあり、前述のような不適正な行為が見受けられる。

このため、農業分野への受入れに当たっての仕組みづくりや、受入農家・関係団体の意識

の醸成を通じ、我が国の行う重要な国際貢献として制度運営の適正化・充実を図ることによ

り、研修生・技能実習生が我が国で修得した農業技術を母国で活用できるようにすることが

必要である。

このように、農業分野の研修・技能実習制度の適正化に向けて、管理体制の充実や、運用

の改善、制度の見直し等について、関係団体や関係府省と十分に連携して取り組むことが重

要となっている。

図Ⅱ－62 不正行為認定機関数の推移と類型別不正行為認定機関数（2006年）
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資料：法務省調べ 

①申請とは異なる機関での研修生等の受入れ（74機関） 

②研修生の「所定時間外作業」（69機関） 
　・研修生に対し、禁止されている時間や休日に 
　　作業を行わせた場合 

③研修・技能実習計画との齟齬（46機関） 

④虚偽の申請書類・監査報告書等の提出（43機関） 

⑤労働関係法規違反（37機関） 
　・最低賃金法、労働基準法等の違反 



（２）農協改革の推進

（農協は農村部を中心に総合的に事業を展開）

我が国の農業・農村は、水田を中心とした家族経営を主として、農村資源の共同利用等を

通じて各戸が地縁的に結び付いた農業集落を基礎に社会生活が営まれてきた。

このようななか、農協は、農業者の相互扶助を基本理念とした民間協同組織として、指導

事業を中心に経済、信用、共済といった各種事業を農村部を中心に総合的に展開している。

JAグループ（農協系統）は、総合農協を会員とする都道府県や全国段階の連合会、グル

ープの代表機能をもつ中央会等により構成されている（図Ⅱ－63）。

（JAグループは農村部を中心に医療・福祉サービスを提供）

JAグループは、農村地域での安全な暮らしの実現に向けた活動も行ってきた。例えば

「公的医療機関＊１の開設者」の指定を受けている全国厚生農業協同組合連合会（JA厚生連）

は、農村部を中心に医療・福祉サービスを提供しており、他の公的医療機関よりも人口の少

ない地域に多く設置されている（図Ⅱ－64）。

また、2007年12月にはJA厚生連による特別養護老人ホームの設置・運営を可能とする

「老人福祉法の一部を改正する法律」が成立し、農村部における高齢者福祉の充実の途が新

たに開かれた。
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図Ⅱ－63 JAグループの主な組織と事業

資料：全国農業協同組合中央会「JA合併推進状況」、農林水産省「農業協同組合等現在数統計」（2006年度）、「総合農協統計表」（2005事業年度） 
　　を基に農林水産省で作成 

組合員 
（万人） 
正組合員 
：500 
准組合員 
：419 

（2005年3月 
　31日現在） 

総合農協 
：810 

（2007年11月 
1日現在） 

市町村・ 
地域段階 

都道府県 
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全国 
段階 
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JA全厚連 JA厚生連 
36
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JA信連　36

代表機能 
指導事業 
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共済事業 

厚生事業 

農協・連合会の指導・ 
監査・教育の実施 

購買：生産資材等の供給 
販売：農産物の出荷・販売 

金融サービスの提供 

保険サービスの提供 

病院、診療施設の設置 

図Ⅱ－64 主な公的医療機関における人口規模別病院数（2006年度末）

資料：全国厚生農業協同組合連合会調べ 
　注：「日赤」は日本赤十字社、「済生会」は社会福祉法人恩賜財団済生会の運営する病院 

JA厚生連 

14大都市 
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日赤 
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病院数 
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＊１　医療法第31条で規定される公的性格を有する医療機関



（農協の事業総利益は依然減少傾向）

JAグループはこれまで、総合農協の合併、地方組織と全国組織の統合、人員の削減とい

った改革により事業利益が近年若干改善しているが、事業取扱高の減少により、事業総利益

は依然として減少傾向にある（図Ⅱ－65）。

（総合農協における各事業別収支の推移）

また、農協の経営は、経済事業の赤字を信用事業、共済事業の収益に依存するという構造

からの脱却が進んでおらず、事業ごとの収支の確立が必要となっている＊１（図Ⅱ－66）。

経済事業の収支均衡に当たっては、流通コストの縮減や事業の見直し等により担い手をは

じめとする生産者の利用の拡大を図る必要がある。また、多岐にわたる事業を展開する生活

事業について、真に農協が行う必要のある事業に特化するなど、事業の選択と集中を行う必

要がある。
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図Ⅱ－65 農協の事業利益の推移
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資料：農林水産省「総合農協統計表」を基に農林水産省で作成 
　注：事業利益とは、事業総利益（事業収益－事業費用）から事業管理費を控除したもの 

事業利益 

事業総利益（右目盛） 

図Ⅱ－66 総合農協における各事業別収支の推移

資料：農林水産省「総合農協統計表」を基に農林水産省で作成 
　注：1）各事業別収支は、各事業別担当職員数割で事業管理費を各事業別に配分し、各事業の総利益から差し引いて算出した。 
　　　2）利用とは、ライスセンター等組合員の共同利用施設の設置（医療・福祉等に関するものは除く）事業であり、その他は農業生産（受託 
　　　  農業経営等）、医療・福祉、生活文化に関する事業等を含む。 
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＊１　全国農業協同組合中央会「組合の組織、事業及び経営の指導に関する基本方針」（2007年３月）



（JAグループ全体で抜本的な経済事業改革を実施中）

全国農業協同組合連合会（JA全農）は、農林水産省の業務改善命令（2005年10月）に基

づき策定された改善計画（2005年12月）＊１を「新生プラン」として位置付け、農薬、肥料

等の生産資材手数料や米の流通コストの削減等のほか、2007年から５年間で240億円の担い

手対策に取り組んでいる（図Ⅱ－67）。

また、JAグループにおいても、「経済事業改革の徹底と全農『新生プラン』の実践」

（2006年10月のJA全国大会での決議）に基づき、グループ全体で抜本的な改革に取り組んで

いる。

JA全農が改善計画に取り組んでから２年が経過しており、計画通り進捗している取組も

みられるが、担い手をはじめとする生産者に改革の成果を実感されるまでには至っていない。

このため、改革の取組や成果について、情報発信を強化し、担い手に実感されるよう、農

協の現場段階まで一体となった改革の加速化が課題である。
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図Ⅱ－67 全農改革の取組

全農の改善計画 これまでの取組 

２．流通コストの削減 

○組織のスリム化による合理化効果を「担い手」対策に投入 
　2007年度から5年間で累計240億円を担い手対策に投入 
　（うち、120億円～160億円は、価格対策（大口割引の拡大等）） 

○米の流通コストの削減 
　【従来】3千円程度／60kg 
　【2010年産までに】2千円以下／60kg

３．生産資材事業の改革 

○生産資材手数料の引下げ 
　【2004年度】290億円 
　→段階的に引下げ、20年度には36億円引下げ（2004年対比） 

４．組織のスリム化 

○子会社を含めたグループ全体で5千人の人員削減 
 【2005年度末】2万5千人→【5年後】2万人（▲20％） 

○【2005年10月】203社→【2009年】98～117社 

５．子会社の再編 

資料：農林水産省作成 

○担い手担当161人の配置 
　（2007年度末） 
○2007年度の担い手対策計画額28.7億円に 
　対し、15.5億円となる見通し 

○「生産資材コスト低減チャレンジプラン」 
　の策定（2005年12月） 
○　2007年度は25.2億円の生産資材手数料 
　の引下げを実施 

○全農グループ職員　累計3,100人削減 
　（2007年度末） 

○141社（2007年度末） 

○2006年産から販売対策費の廃止 
○2007年産の共同計算経費の上限目標は、 
　34県域中30県域で2千円以下/60kg 
○2006年産からコスト項目ごとの削減目標 
　を生産者へ明示 

１．担い手への対応強化 

＊１ 改善計画の進捗状況は、四半期ごとに農林水産省へ報告することとされており、農林水産省では、継続的に監視、
指導を行っている。



（求められる担い手への対応強化）

農家の米販売の５割で農協が利用されるなど、農家が農協に依存する部分は大きく、経済

事業改革の推進に当たっては、組合員、特に担い手が実感できる形で改革の成果を還元する

ことが重要である。また、女性や若者の組合員への加入促進といった取組は、今後の農協運

営を考えるうえで重要である。

全国農業協同組合中央会（JA全中）の調査によると、農業生産法人の農協の各種事業に

対する満足度には増加がみられるものの、指導・経済事業に関しては依然として３割程度と

低い水準になっている（図Ⅱ－68）。特に、売上高の高い法人ほど農協利用率＊１が低い水準

にある（図Ⅱ－69）。

担い手への対応強化を図っていくためには、農協自らが担い手のもとに出向いて個別にニ

ーズを把握し、各種事業を個別に提供することが重要である。これにより、担い手の農協利

用が拡大し、農協経済事業の収支改善に寄与するとともに、低価格資材の供給等を通じて担

い手の所得向上につながることも期待される。

（経済事業改革は食料供給コストの縮減に寄与）

経済事業改革により、農協が生産者に提供する生産資材の価格が低下すること等によって

農産物の生産コストの低減が図られることは、食料供給コストの縮減に一定程度寄与するも

のと期待される。

このように、経済事業改革は、組合員のみならず、国民全体にも関連するものであり、

JAグループとしても、そのことを十分に自覚し、改革の内容の透明性を確保しつつ、外部

からの声にも積極的に耳を傾けるなど、国民全体から理解と支持が得られるような改革を断

行していくことが求められる。
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資料：図Ⅱ－68、69ともに全国農業協同組合中央会「担い手アンケート調査（（社）日本農業法人協会 会員対象）とりまとめ結果」を基に農林水産省で作成 
　注：1）（社）日本農業法人協会会員を対象として2004年及び2007年に実施した調査（調査対象数及び回収率はそれぞれ、1,648会員、27.6％、 
　　　  1,696会員、25.6％） 
　　　2）生産資材とは、肥料、農薬、園芸資材 
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0
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2億円以上 0.5～2
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農業生産法人以外の主体も含めた農協 
利用率の平均（2004年）　54％※2

図Ⅱ－68 農業生産法人の農協の各種事業
に対する満足度

図Ⅱ－69 農業生産法人の農産物年間
売上規模別の農協利用率

＊１　農協利用率とは、農産物販売において農協の販売事業を通じて販売された金額の割合
＊２　農林水産省「総合農協統計表」、「農業・食料関連産業の経済計算」を基に農林水産省で作成



（3）食料供給コストの縮減

（５年で２割のコスト縮減を目指してアクションプランに基づく取組を推進中）

政府は、2006年４月の「21世紀新農政2006」のなかで、食料供給コストを５年で２割縮減

する目標を掲げた。この目標を受け、同年９月には加工用原料を含む生鮮食品の生産・流通

段階を対象とする「食料供給コスト縮減アクションプラン」が取りまとめられ、これに基づ

く取組が推進されている（表Ⅱ－４）。また、2007年４月には、新たに加工食品の製造・流

通、外食段階と水産物のコスト縮減の取組が追加されている。

今後、「計画（Plan）、実行（Do）、点検（Check）、改善（Action）」というPDCAによる

管理手法を導入し、①アクションプランに盛り込まれた取組について効果の検証、②主要品

目別の生産・流通加工コストの検証等を総合的に行うこととされている。
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表Ⅱ－ 4 食料供給コスト縮減アクションプランの主な進捗状況

取組内容 目標 進捗状況 

○低価格生産資材の供給や効率的利用等 
　による生産コストの縮減 

○農協の経済事業改革の推進による流通 
　コストの縮減 

○卸売市場改革や物流効率化等による流通 
　コストの縮減 

輸入高度化成肥料（同産同一銘柄対比 
▲25％※1）やＢＢ肥料※2（同▲10～ 
15％※1）の普及割合の拡大 

2010年度までに、輸入高度化成 
肥料は一般高度化成肥料に占め 
る割合を43％、BB肥料は高度 
複合肥料に占める割合を50％ 

輸入高度化成肥料49％（2007年12月末） 
BB肥料55％（同上） 

45％（2007年12月末） 
また、JAグループ独自型式として、 
2007年3月のコンバインをはじめ 
として5機種を設定し、販売開始 

3年間でモデル地区における稲 
作3資材（肥料、農薬及び農業 
機械）にかかるコストを15％削 
減 

2008年産までに、米穀の現行 
60kg当たり3千円程度の流通 
コストを、2千円以内の可能 
な限り低い水準に削減 

2008年度までに、新たに共同集 
荷に参加する市場数115

電子タグを導入した市場におけ 
る物流作業コストを4分の1程 
度削減 

 2010年度：40品目 55品目達成（2007年12月末） 

全国7地区でモデル事業を実施（2007 
年度）し、うち6地区で作期分散技 
術等を実証 

現在89市場（2007年度末） 

実証実験（2005～07年度）におい 
て、検品等の作業時間が4分の1以 
上削減可能であることを実証 

全34府県本部のうち30府県本部が 
流通コスト2千円以内を達成見込 
（2007年産） 

2010年度の普及割合：54％ 
従来よりも１割程度低価格な「低コス 
ト支援農機」の担い手向け大型機の普 
及割合拡大※3

モデル地区を設定し、新技術導入等に 
より資材費を削減する取組を推進 

米穀の流通コストを削減※3

卸売市場の連携による最適な物流シス 
テムの確立に向けた実証試験等を実施 

電子タグ活用の作業体系を確立・普及 
し、これを導入した市場における物流 
作業コストを縮減 

包装経費の削減等による低価格な大型 
包装農薬の品目数拡大※3

資料：農林水産省作成 
　注：1）※1価格差は2007年7月現在 
　　　2）※2はバルク・ブレンド肥料。窒素、リン酸、カリの単肥等を単純に混合した肥料 
　　　3）※3は全農が2005年12月に策定した「改善計画」に基づく取組 



（生産段階のコスト縮減には、経営努力だけでは解決し難い問題が顕在化）

生産段階のコスト縮減に当たっては、農業の生産コスト全体の２～３割を占める肥料や農

薬、農機具といった生産資材費の縮減を図ることが重要である。

しかしながら、近年、原油価格の高騰や、穀物・大豆の国際的価格の上昇を背景として、

光熱動力費をはじめとして飼料や肥料の価格が上昇している。生産資材費については、経営

努力のみでは解決し難い問題が顕在化していることに留意しつつ（図Ⅱ－70）、関係者それ

ぞれがコスト縮減を継続的に行っていくことが重要である。

このようななか、島根県斐
ひ

川
かわ

町
ちょう

の農事組合法人のように、①地区内の農用地すべての集

積、②個人所有の農業機械を処分し大型農業機械の導入、③土地利用等の申合せによる農作

業の効率化によって、水稲栽培にかかる労働時間を県平均の18％に短縮するとともに、低コ

スト化も実現した取組もみられる。

（流通段階のコスト縮減には、食品流通の合理化が重要）

一方、流通段階のコスト縮減に当たっては、物流効率化や卸売市場改革等を図ることが重

要である。例えば、共同配送や、電子タグ（荷札）をはじめとするIT（情報技術）の活用

による商品の検品や在庫管理、取引先とのネットワークの構築等により、物流の一層の効率

化を図ることが必要である。
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図Ⅱ－70 農業生産資材価格指数（総合）の対前年騰落率と類別寄与度

資料：農林水産省「農業物価統計」 
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に本社のある大手加工食品卸売業者は、付加価値の高い効

率的な食品流通サービスを提供するため、①商品の受注から出荷までの物

流情報のみならず、②商品カテゴリー別の市場動向の分析、顧客の店舗戦

略にあわせた棚割り等の営業情報、③損益分岐点、キャッシュフロー等の

経営指標となる管理情報を統合した情報システムを導入することが不可欠

であると考え、大手IT企業に情報システムの構築を依頼した。

物流、営業、管理に関する情報が統合されたシステムの導入によって、

この卸売業者では、食品市場環境や顧客ニーズの変化に対応した経営の展

開が可能となったほか、現場のスタッフが必要な情報を自分で自由に活用

できるようになるなどの相乗効果が現れている。
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（４）品目別の生産と政策

ア　飼料価格の高騰と畜産経営への影響
（鶏肉生産は増加する一方、牛肉と生乳の生産は減少）

近年の畜産物の国内生産量をみると、鶏肉は消費者の国産志向やタイ、中国等での高病原

性鳥インフルエンザ発生の影響により増加傾向にある（図Ⅱ－71）。牛肉は、肉専用種は増

加しているが、牛肉生産の６割を占める乳用種が減少

傾向で推移しているため、全体ではやや減少している

一方、豚肉はほぼ横ばいとなっている。また、生乳に

ついては、脱脂粉乳やバターの在庫が依然高水準にあ

ったことから、生産者団体は、12年ぶりに実施した

2006年度に引き続き、2007年度も減産型の計画生産

（前年度実績比1.5％減）を実施した結果、脱脂粉乳等

の在庫が減少した。2008年度は、北海道でのチーズの

新増設工場の稼動等を踏まえ、2007年度の目標数量対

比で北海道103％、都府県100％の計画生産を実施する

としている。

一方、畜産物の需要は、BSEの影響による牛肉の減

少を豚肉や鶏肉が補い、食肉全体では、生乳や鶏卵と

ともに、ほぼ横ばいで推移している＊１。

（畜産経営のコスト構造は飼料の比率が高い）

畜産経営は、コストに占める飼料費の割合が高い。現在の飼料価格高騰が始まった2006年

において、繁殖牛や肥育牛では、農機具や動物（肥育素牛）の費用負担が大きいこと等から

３割程度と比較的低いが、酪農では４割強、養豚や養鶏では６割以上となっている（表Ⅱ－

５）。2007年以降、この割合は上昇し、所得の減少要因となっているとみられる。
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　　「鶏卵流通統計」 
　注：各品目の生産量（牛肉及び豚肉は部分肉ベース、鶏肉 
　　は骨付きベース）を、2000年度を100とした指数で表し 
　　ている。 
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図Ⅱ－71 畜産物の国内生産量の
推移（2000年度＝100）

区分 金額 
（万円） 

比率 
（％） 
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（万円） 
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飼養頭羽数 
（頭、羽） 

動物 

飼料 

光熱動力 
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資料：農林水産省「農業経営統計調査（個別経営の営農類型別経営統計）」 
　注：1）収入及び経営費は、各部門の数値 
　　　2）飼養頭羽数は、酪農は搾乳牛、繁殖牛は繁殖めす牛、肥育牛は肥育牛、養豚は肥育豚、採卵養鶏は採卵鶏の月平均飼養頭羽数、ブロイラー養鶏は 
　　　  ブロイラー販売羽数 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

表Ⅱ－ 5 畜産の営農類型別経営農家の経営収支の動向（2006年、全国、１戸当たり、部門別）

＊１　農林水産省「食料需給表」



＊１　［用語の解説］を参照

（飼料価格の高騰により畜産物の生産コストは上昇）

家畜の飼料となる配合飼料の価格は、穀物の国際価格や海上運賃の上昇により高騰してお

り、2007年には2006年前半に比べて２割上昇している（図Ⅱ－72）。これを反映させると畜

産物の生産コスト全体も５～15％上昇すると試算されている。配合飼料価格安定制度＊１で

は、2006年度第３四半期以降、連続して通常補てんが発動され、2006年度第４四半期以降は、

これに加えて異常補てんも発動されており、

畜産経営に及ぼす影響が緩和されているが、

畜産経営の負担は増嵩している。

このようななか、我が国の飼料自給率の向

上に向けて、とうもろこし等の高収量作物や

稲発酵粗飼料等の飼料作物の生産拡大、放牧

の利用促進、国産稲わらの利用推進を図るこ

とが求められる。さらに、食品残さの飼料化

（エコフィード）のほか、飼料用米の活用に

ついても進めていくことが重要である。

（畜産経営の悪化に対し、緊急対策を実施）

畜産経営の多くがコスト削減の努力を行っているが、飼料価格の高騰はその限度を超える

状況となっている。このため、政府による2008年度畜産物価格等の決定にあわせ、飼料価格

の高騰に対応するための緊急対策を実施することが決められた（図Ⅱ－73）。今後も配合飼

料価格が高水準で推移するとの指摘もあり、配合飼料価格安定制度の在り方の検討等が求め

られている状況にある。
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資料：農林水産省調べ 
　注：配合飼料価格は、工場渡しのバラ及び袋物の全畜種の加重平均 
　　価格（税込み価格） 

円/ｔ 
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図Ⅱ－72 配合飼料価格の推移

図Ⅱ－73 2008年度畜産・酪農緊急対策のポイント

◆酪農家支援のための緊急対策◆
○　都府県の酪農家に「酪農経営強化計画（3か年計画）」に基づく自給飼料の生産拡大等の取組に対する
交付金を交付（単年度限り）。
○　飲用牛乳向け需要低迷時のセーフティネットとして、生産者団体の行う「とも補償」等への支援対策の創設。
○　飼料価格の高騰等を踏まえ、加工原料乳生産者補給金単価を引上げ。
○　新たにバター・脱脂粉乳からの置き換えとなる生クリーム等向け生乳が供給拡大されることを踏まえ、
生乳需要構造改革事業の所要額を増額。

◆肉用牛農家支援のための緊急対策◆
○　飼料価格の高騰等を踏まえ、肉用子牛の保証基準価格及び牛肉の安定価格を引上げ。
○　飼料価格の高騰等による肉用牛肥育経営の物財費割れの一部を緊急に補てん。
○　繁殖性の向上や事故率の低減を通じた生産性の向上を推進する取組を支援。

◆養豚農家支援のための緊急対策◆
○　飼料価格の高騰等を踏まえ、豚肉の安定価格を引上げ。
○　地域肉豚事業にかかる基金を活用した緊急経営支援対策の実施。
○　繁殖性の向上や事故率の低減を通じた生産性の向上を推進する取組を支援。

◆畜産・酪農経営支援のための緊急融資対策◆
○　家畜飼料特別支援資金の融資限度枠の拡充。
○　畜産・酪農生産性向上のための個人向け補助付きリース事業の創設。

◆自給飼料基盤強化のための緊急対策◆
○　飼料作物以外が作付けされている畑地等における新たな青刈りとうもろこし等高収量作物の作付けを支援。
○　飼料用米やエコフィード等の飼料利用の拡大定着による自給可能な国産飼料の生産・利用拡大を支援。

資料：農林水産省作成



イ　麦、大豆、野菜、果実の動向
（小麦は、需要者ニーズに応じた品質向上が必要）

2007年産の国内産麦（４麦）の作付面積は、前年より３％減少して26万４千haとなった。

生産量は、天候に恵まれたことから前年産より９％増加して110万５千ｔとなった（図Ⅱ－

74）。小麦の生産量は過去10年で最高となり、基本計画の生産努力目標（86万ｔ）を超える

90万9,700ｔであったが、大麦・裸麦は目標（35万ｔ）の６割弱にとどまっている。

我が国の麦需要量＊１（2006年度）は、小麦が623万ｔ、大麦は230万ｔであり、このうち

小麦は８割以上が食料用で、国産小麦は主にうどん用に向けられている（図Ⅱ－75）。大麦

はほぼ半分が飼料用で、残りは加工用と主食用であり、国産大麦は主食用（押麦）が９割の

ほか、加工用（みそ、麦茶等）向けとなっている。

近年、外国産麦価格の上昇を受けて国内産麦の需要が高まっているものの、外国産麦と比

べて品質のばらつきが大きいなど依然として品質面では需要者ニーズを満たしておらず、そ

の改善が求められている。また、国内産麦の国際競争力強化のためには、生産性の向上が不

可欠となっている。

（「適地適作」の徹底が必要）

麦生産が安定的に行われるためには、生産コストの低減による安定的な所得確保が必要で

ある。このため、経営能力に優れた担い手の育成や新品種の導入等といった生産対策の推進

をはじめ、「適地適作」の考え方を徹底して、小麦の品質や収量の劣る地域においては小麦

から大麦・裸麦への麦種転換を誘導することも必要である。

産地においては、農協、生産者代表、市町村、普及指導センター等で構成する産地協議会

が設置され、地域の実情に即した目標設定と、品質向上や生産の安定といった課題解決のた

めの具体策の明確化を図る産地強化計画の策定が行われている。
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小麦の10ａ当たり 
全算入生産費 

小麦の10ａ当たり 
収量（右目盛） 

2015年度の小麦の10ａ当たり 
収量目標（右目盛） 

万円/10ａ 
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資料：農林水産省「作物統計」、「農業経営統計調査（農産物生産 
　　費統計）」 

1万ｔ（1％） 

41万ｔ（63％） 

国産小麦 

4万ｔ（3％） 

7万ｔ（7％） 

2万ｔ（12％） 

パン用 
158万ｔ 

18万ｔ 
（23％） 

うどん用 
65万ｔ 

菓子用 
77万ｔ 

その他小麦粉（家庭用等） 
97万ｔ 

その他めん用 
124万ｔ 

資料：農林水産省「食料需給表」を基に推計 
　注：（　）内は、それぞれの用途における国産小麦の割合 

みそ・しょうゆ用 16万ｔ 

図Ⅱ－74 麦の生産動向 図Ⅱ－75 食料用・加工用小麦の用途別
需要量（2005年度、推計）

＊１　農林水産省「食料需給表」の国内消費仕向量の数値



（大豆の生産は収量が不安定）

2007年産大豆の作付面積は、東北において水稲からの転換により増加したが、北海道にお

いて小豆やいんげんへの転換等があり減少したため、前年より2.7％減少して13万8,300haと

なった。一方、単収は、前年産を上回る10ａ当たり166kgとなり、生産量は前年産並の22万

9,400ｔとなった（図Ⅱ－76）。

大豆の需要量は、近年500万ｔ程度で推移していたが、2006年度には国際価格の高騰によ

り油糧用の需要が減少したため、435万ｔとなっている。このうち、油糧用以外の豆腐、み

そ・しょうゆ、納豆等に仕向けられる食品用は100万ｔ程度である。国産大豆は実需者から

味の良さや安心感等が評価され、ほぼ全量が食品用に供給されている。2005年度に国内で生

産された大豆（21万８千ｔ）は、６割が豆腐用、１割が煮豆・そう菜用となっている（図

Ⅱ－77）。

（安定生産、コスト削減、品質向上が必要）

国産大豆の流通は、生産者団体等をとおして問屋や加工メーカーとの間で入札、相対、契

約栽培取引により行われるほか、生産者が実需者に直接販売する場合もある。実需者は、用

途に応じた品質の向上、均質化、大ロット化とともに、生産量や価格の安定を求めている。

このため、新技術の開発や新品種の育成等の推進を通じて、安定生産、コスト削減、品質

向上を図るなど、実需者との安定的な取引関係の構築に向けた産地改革を着実に進めていく

ことが求められている（図Ⅱ－78）。
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図Ⅱ－76 大豆の生産動向 図Ⅱ－77 大豆の需要構造（2005年度、推計）

資料：農林水産省「作物統計」、「農業経営統計調査（農産物生産 
　　費統計）」 
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資料：農林水産省作成 
　注：1）食品用大豆の内訳と国産大豆使用量は、推計値 
　　　2）（　）内は、それぞれの用途における国産大豆の割合 
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15千ｔ 
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煮豆・そう菜 
33千ｔ 

図Ⅱ－78 大豆の用途別に求められる品質

資料：農林水産省調べ 
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極小粒で粒揃いが良いこと 
外観品質が良いこと（1等、2等） 



（野菜・果実の自給率は低下傾向）

野菜の生産量（2006年度）は、前年度より1.0％減少して1,236万ｔ、輸入量（2007年、加

工品を含む）は過去最高であった2005年より16.3％減少して211万ｔとなった。特に、中国

産への敬遠の動きが広がったこともあり､中国からの輸入量（生鮮・冷蔵）は前年より

26.8％減少した＊１。一方、野菜の需要量は1,560万t（2006年度）と、近年減少傾向で推移し

ているが、食の外部化の進展等により家庭消費用が減少し、加工・業務用需要がふえている

状況にある。近年、野菜の国内生産が減少傾向にある一方、年間を通じた安定生産、均質性、

低価格等の理由から輸入は増加傾向にあるため、野菜の自給率は低下傾向にある（図Ⅱ－79）。

他方、果実の生産量（2006年度）は前年度より12.7％減少して323万ｔ、輸入量は同5.6％

減少して513万ｔとなった。果実の需要量は近年800～900万ｔで推移しているが、国内生産

の減少や果実加工品の輸入増加等により自給率は低下傾向にある（図Ⅱ－80）。

（施設園芸の省エネルギー対策を支援）

近年の原油価格の高騰は、施設園芸農家の経営に影響を与えている。野菜や花きの温室栽

培で使われるＡ重油価格は2005年から高騰しており、2008年２月時点では2004年に比べ約41

円/r（82％）上昇している。施設園芸農家の農業経営費全体に占める光熱動力費の割合は２

～３割程度であり、Ａ重油価格の上昇は生産コストの増加に直結している。このようななか、

原油価格高騰対策として、省エネルギー対策の徹底を図ることを基本として、温室の暖房効

率や保温性を確保する施設整備に対して国の支援が行われている。また、こうした支援を通

じて原油価格高騰に耐え得る産地体制を確立することとされている。

（野菜は加工・業務用需要への対応、果実は労働力確保等が課題）

野菜や果実の生産は、気候や土地条件に制約されることから、歴史的に産地が形成されて

いる。産地の多くでは、行政や農協等の協力のもと、栽培技術の普及や生産物の集出荷が効

率的に行われ、大ロットでの販売や供給数量の調整のほか、ブランド形成等も行われている。

このように、野菜や果実の産地は、単に生産者が集まるだけでなく、売り手としての立場の

強化を図ってきたが、近年、高齢化や後継者不足により作付面積や生産量が減少し、生産基

盤のぜい弱化が進行している。また、野菜の国内生産は、特に加工・業務用需要への対応が

必要となっており、果実は労働力確保や需要に見合った生産が課題となっている。
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図Ⅱ－79 野菜の輸入量及び自給率の推移 図Ⅱ－80 果実の国内生産量、輸入量
及び自給率の推移

資料：財務省「貿易統計」、農林水産省「食料需給表」 
　注：1）自給率は重量ベースで、年度の数値 
　　　2）輸入量は、加工品を含む数値 

資料：農林水産省「食料需給表」、農林水産省調べ 
　注：1）自給率は重量ベースで、年度の数値 
　　　2）輸入量は、生鮮換算した数値 
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（新たな野菜・果実対策へ移行）

このようななか、野菜については、2007年度から契約取引の推進や需給調整の的確な実施

により担い手の所得を安定的に確保するとともに、価格安定制度を通じて担い手の育成・確

保に取り組む産地への重点支援を行うなど、新たな野菜対策が講じられた。また、食料自給

率の向上を図るため、野菜の生産拡大が重点項目の一つとされ、加工・業務用向けの新たな

野菜産地の形成や、生産拡大に取り組む産地の状況に応じた実需者とのマッチング、人材育

成等の支援・指導を実施するなど、加工・業務用需要に対応できる生産供給体制の整備を行

うこととされている。

一方、果実については、これまでの果樹経営安定対策を廃止し、産地自らが策定した「果

樹産地構造改革計画」に基づき、消費者ニーズに対応した産地の競争力の強化に向けて、優

良品目・品種への転換等に取り組む産地や担い手を支援する果樹経営支援対策が導入されて

いる。

（野菜廃棄の「もったいない」をなくすためには消費者の取組も重要）

野菜については、供給過剰により産地廃棄が行われたことに対して、消費者から「もった

いない」との批判が寄せられたが、2007年に有識者による委員会で検討が行われ、その提言

に基づき、消費拡大に向けた広報、産地と有効利用先との結び付けといった様々な取組が行

われている（図Ⅱ－81）。

また、「健康日本21＊１」で示されている野菜の摂取目標量は、15歳以上で１人１日当たり

350ｇ（１日５皿分）であるが、実際の摂取量は、すべての年代でこの水準を下回っている

状況にある。供給過剰時に意識的に野菜を食べることは、産地廃棄の防止にも貢献できる。

（果実の消費拡大には販売面での工夫が必要）

果実についても、野菜と同様、摂取量が減少している。世界的にも我が国の果実摂取量は

少なく、主要国のなかで最も多いオランダの３割程度と、「毎日くだもの200グラム運動指針
＊２」による摂取目標量を下回っている。

果実の流通経路は、卸売市場を経由する割合が年々減少しており、全農や生協等市場を通

さない独自の取引、宅配等が増加し、多様化が進行している。また、小売段階での業態別販

売割合をみると、量販店の販売シェアが拡大しているため、食べ方や栄養素等の情報提供が

行われる対面販売が減少している。このようななかで果実の需要を維持・拡大していくため

には、量販店でも消費者への的確な情報提供を行うことに加え、生産者・流通業者ともに、

消費者ニーズを踏まえた積極的な販売戦略を策定することが必要である。
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図Ⅱ－81 野菜の過剰時に備えた対策の内容

消費拡大に向けた広報 加工向け販売 出荷の後送り 産地と有効利用先の結び付け 

農家、消費者、加工・ 
販売業者等が連携 

有効利用する取引先を探した 
り、過剰時に直ちに有効利用 
できるようにする 

漬物等 
加工用に利用 

計画的に出荷を 
遅らせる 

資料：農林水産省作成 

＊１ 健康寿命の延伸等を実現するため、2010年度を目途に具体的な目標等を提示した「21世紀における国民健康づく
り運動」のこと

＊２ 生産、流通、消費の関係団体並びに農学、医学、栄養学、料理等の関係者から構成された「果物のある食生活推
進全国協議会」が策定した指針であり、新しい科学的知見等に応じて随時見直すこととされている。



（５）農林水産物・食品の輸出促進の取組

（農林水産物・食品の輸出額は大幅に増加）

世界的な日本食ブームやアジア諸国の所得水準の向上を背景として、我が国農林水産物・

食品の輸出は近年大幅に増加している。2007年の輸出額は前年より16％増加して4,337億円

となり、３年前の2004年と比べて1.5倍と大きく増加した（図Ⅱ－82）。

「21世紀新農政2006」では、農林水産物・食品の輸出額を2004年からの５年間で倍増する

目標が掲げられ、「21世紀新農政2007」では、この取組をさらに加速させ、2013年までに輸

出額を１兆円規模とする目標が新たに示され、その実現に向けた取組が行われている。

（2007年の輸出先の第１位は香港）

農林水産物・食品の輸出増加には、水産物輸出の増加が大きく寄与しており、最近では農

産物の寄与も大きい（図Ⅱ－83）。輸出先は、アジアや米国が中心であるが、2007年は香港

が米国を抜いて１位になり（図Ⅱ－84）、また、経済発展に伴う高額所得者層の増加が著し

い中国向けの輸出額の伸びも顕著で、輸出額は2007年には564億円と５年前の1.9倍に増加し

ている。
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図Ⅱ－82 農林水産物・食品の輸出額の推移　

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省で作成 
　注：農産物はアルコール飲料、たばこを、水産物は真珠を除いた額で、加工食品は原材料に応じて農産物または水産物に 
　　分類 

億円 
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図Ⅱ－83 農林水産物・食品の輸出額の
増加率と寄与度

図Ⅱ－84 農林水産物・食品の輸出先国の分布

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省で作成 
　注：1）各品目の数字は寄与度であるため、品目ごとの増加率とは 
　　　  値が異なる。 
　　　2）図Ⅱ－82の注釈参照 
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資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省で作成 

シンガポール2％ シンガポール3％ 

（2002年） （2007年） 

タイ5％ 

タイ 
5％ 

EU（15か国）5％ 

 EU（27か国）5％ 

米国 
19％ 

米国 
16％ 

韓国 
13％ 

中国 
13％ 

台湾 
11％ 

輸出額 
4,337億円 

その他 
 16％ 

その他 
 15％ 

香港 
18％ 

香港 
17％ 

台湾 
11％ 

中国 
11％ 韓国 

13％ 

輸出額 
2,759億円 



（長いも、りんご、いちご、牛肉の輸出が拡大）

品目別にみると、近年、長いも、りんご、いちご、牛肉、鶏肉、緑茶のほか、チョコレー

ト菓子等の菓子の輸出の伸びが著しくなっている（表Ⅱ－６）。米については、台湾、香港、

米国等で人気となっているが、2007年６月、中国への輸出が４年ぶりに再開され、2008年３

月までに124ｔが輸出されている。

137

第2節　農業の体質強化と高付加価値化

表Ⅱ－ 6 輸出額が増加している農産物の例

品目 備考 輸出額 
（2007年） 

対前 
年比 

対2002 
年比 

品目 備考 輸出額 
（2007年） 

対前 
年比 

対2002 
年比 

   米 
（援助米 
  を除く） 

緑茶 

菓子 

5億円 

32億円 

115億円 

55億円 

124％ 244％ 

105％ 

115％ 

118％ 

234％ 

175％ 

232％ 

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省で作成 
 

長いも 

りんご 

いちご 

牛肉 

鶏肉 

19億円 

80億円 

1億円 

20億円 

9億円 

104％ 

140％ 

123％ 

314％ 

302％ 

92％ 

301％ 
 

1,838％ 

1,559％ 

268％ 

薬膳料理の食材とし 
て台湾、米国へ 
 

香港、台湾へ贈答用 
として好評 

米国、香港向け輸出 
が本格化 

台湾で、大玉のりん 
ごが高級贈答品とし 
て人気 

もみじ（鶏足）等の需 
要増加により、ベト 
ナム向け輸出が増加 

寿司等の日本食ブー 
ムを受けて、台湾、 
香港、米国等で人気 
2007年6月には中 
国への輸出を再開 

欧米等で緑茶ブーム 

チョコレートは、中 
国や台湾で、動脈硬 
化の予防に効果があ 
るとされるカカオを 
多く含む製品を中心 
に人気 

チョコ 
レート 
菓子 

各地で様々に取り組まれる米の輸出 事 例

米の輸出に関しては、各地で様々な取組が行われている。例えば福井県では、経済連と県が連携して積極
的に東アジア市場へ福井産米の販路開拓を行った結果、2005年からコシヒカリの輸出が始まり2007年には
香港へ5ｔ、台湾へ1ｔを輸出している。また、新潟県上

じょう

越
えつ

市
し

では、市の農業者グループがコシヒカリを台
湾へ毎月1ｔずつ安定して輸出しており、2007年からは香港や豪州への販路拡大にも取り組んでいる。
さらに、島根県のJA西いわみでは、減農薬・減化学肥料で生産した米を2003年から台湾へ輸出している。

品質管理を徹底し差別化を図ることで、小口でも単価が高く売れる市場を開拓しており、2006年の輸出量
は7ｔとなっている。当初、台湾の輸入業者から、高い日本米は売れないと指摘を受けたため、残りは買い
戻すという条件で販売したところ、2日で完売したことから、全量買取販売方式の安定した輸出へ変更を行
った。これにより、生産者の意欲が増して米の作付面積が拡大したほか、メロン等の農産物の輸出ルートの
確立にもつながっている。
中国では、近年、経済成長に伴う所得向上等からジャポニカ米に対する需要が高まり、米生産量に占める

ジャポニカ米の比率も30％（2004年）に及んでいる。一方、中国には総人口の1.5％（ 2千万人）といわれ
る月収10万元（約150万円）以上の「富裕層」に次ぎ、月収5万元
（約75万円、上海の一般的サラリーマンの月収は 4万 5千円）から
10万元を稼ぐ「有産階級層（ネクストリッチ）＊１」も急速に増加し
ている。この階層は、主要16都市の人口の1割近く、全国で5千万
人を超えると推定され、北京オリンピックを控
え、今後さらなる増加が見込まれている。特に、
若年の有産階級層の特徴として、自分の気に入
った物に対しては、高価でも対価を払う意欲が
あることが指摘されており、それらの層に対し
て米をはじめとする農産物の輸出に戦略的に取
り組むことが重要となっている。

島根県 

福井県 

上越市 新
潟
県
 

上越市による香港での販売促進

＊１ （株）野村総合研究所「ネクストリッチ（有産階級層）の構造とマーケット」。有産階級層は、都市部に出現し、自
動車や不動産等の高級品に購買意欲がある層とされている。



（総合的な輸出戦略の具体化を推進）

2013年までに輸出額を１兆円規模とする目標の実現に向けて、2007年５月に農林水産物等

輸出促進全国協議会において「我が国農林水産物・食品の総合的な輸出戦略」が了承された。

同戦略では、関係府省、地方公共団体等が連携を図り、輸出環境の整備、品目別の戦略的な

輸出促進、意欲ある農林漁業者等に対する支援、日本食・日本食材等の海外への情報発信を

行うこととされている。

（整備が進む輸出環境）

民間だけでは対処できない相手国の制度等の輸出阻害要因を解消するため、検疫協議の加

速化による検疫問題の解決とともに、加工施設等におけるHACCP
ハ サ ッ プ

手法の導入、生産段階に

おけるGAP
ギャップ

手法の導入等が推進されている＊１。また、検疫協議については、国内の要望や

相手国内の需要を踏まえ、比較的早めに課題が解決する見込みのある技術的協議を優先的に

進めるなど戦略的対応を図っている。GAP手法の導入においては、EU内の小売業への農産

物出荷で求められることがあるGLOBALGAP
グ ロ ー バ ル ギ ャ ッ プ

の日本人審査員による審査体制が整備される

とともに、我が国のGAPの一つであるJGAP
ジェイギャップ

がGLOBALGAP同等性認証を取得するなど、輸

出環境の整備が進められている（図Ⅱ－85）。

（品目別の戦略的な輸出促進の取組が重要）

また、品目ごとに輸出促進を重点的に図るべき国は異なるため、品目別の戦略的な輸出促

進に取り組むことが重要である。このため、米・米加工品をはじめとする11の主要品目＊２

について、例えば、米・米加工品の場合、米は台湾、米国、香港、シンガポール、中国、加

工米飯は米国、カナダを重点国とするなど、重点個別品目と重点国が明確化され、輸出拡大

に向けた工程表が策定されている。また、和牛における統一マークの作成等、知的財産戦

略・ブランド戦略の推進、品目別の広報戦略の策定と広報媒体の整備、供給基盤の強化も一

体的に進められている。
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図Ⅱ－85 輸出環境の整備の例

資料：農林水産省作成 
　注：米国向け水産物は厚生労働省認定施設数と大日本水産会認定施設数の合計 

HACCP手法の導入 GAP手法の導入 

現
　
状
 

今

後

の

対

応

 

今
後
の
対
応
 

現
　
状
 

○水産物　EU向け：21施設、米国向け：225施設 
○牛肉　 米国向け： 4施設、香港向け：　4施設 
　・複雑なEU-HACCP規則が関係者に十分周知されて 
　　いない 

○認定基準の明確化 
　・既認定施設事例集の作成 

○認定基準の周知 
　・民間機関の活用（技術的助言） 
　・講習会開催 

○基準に合致した施設整備の支援、品質管理の実践 

EU内の小売業への出荷にはGLOBALGAP
取得が求められることがあり、海外から
の審査員招請コストが大きかったが 
○GLOBALGAPの日本人審査員が誕生 
　（2007年4月） 

○先進的な農業者にも対応し得るGAP手
法の導入について、普及指導員等によ
る生産現場での指導・助言を含めた支
援を実施 

＊１ HACCP、GAPについてはP113・114参照

＊２ 米・米加工品、野菜・野菜加工品、果実・果実加工品、花き、牛乳・乳製品、食肉・食肉加工品その他畜産品、
茶、水産物・水産加工品、特用林産物、加工食品、木材の11品目



（意欲ある農林漁業者等に対して支援）

他方、輸出の取組に意欲がある農林漁業者等に対しては、国内外バイヤーとの商談の場の

提供、海外高級百貨店等に開設する常設店舗への出店募集、海外における販売促進活動に対

する支援等が行われている。これらは、我が国の多様な農林水産物・食品を広く紹介すると

ともに、我が国の生産者と海外の輸入業者・消費者等との関係を深めることに貢献している。

このほか、地方農政局が中心となって、地域の輸出促進にかかる協議会を開催し、農林漁業

者等に対するきめ細かなニーズへの丁寧な対応を図っている。

（日本食・日本食材等の海外への情報発信が重要）

農林水産物・食品の輸出を一層促進するためには、日本食・日本食材等の海外発信が効果

的に行われることが重要である。このため、輸出促進ロゴマークの作成＊１（2006年）を行

ったほか、中国への米輸出再開時等に当たって重点的・戦略的にイベントが開催されている。

また、関係府省・団体等と連携し、外国人オピニオンリーダー等に対して、旬の高品質な日

本食材を用いた日本食等を提供する｢WASHOKU-Try Japan’s Good Food」事業が行われて

いる。

一方、日本食のショールームである海外日本食レストランの信頼度を高め、日本食の普及

を通じて、日本食材の輸出促進を図るため、2007年７月に民間有志により、特定非営利活動

法人（NPO法人＊２）「日本食レストラン海外普及推進機構（JRO）」が設立された。JROは、

台北、上海、バンコク、ロンドン等において、支部となる日本食レストランの関係者のネッ

トワークを築いている。

139

第2節　農業の体質強化と高付加価値化

表Ⅱ－ 7 農産物の輸出取組事例

資料：農林水産省作成 

場所等 内容 

野菜等を香港、シン 
ガポールへ輸出 
 
　 【千葉県成田市】 

富有柿を香港へ輸出 
　　【岐阜県】 

統一マークによる和 
牛肉のブランド化の 
取組 

なり た   し 

和牛統一マーク 

　成田市にある生産者連合は、有機（JAS認定）や特別栽培による農作物の生産・加
工・販売を行っているが、香港で農薬に対する不安が出ていたことを知り、立地を活
かして、1994年から在留邦人向けに生鮮野菜の輸出を開始した。しかし、現地には日
本のような宅配システムがなく、配送途中の品質低下が問題となったため、配送を指
導するとともに、保冷パックを入れるなどの対応を行った。1998年にはシンガポール
への輸出を開始し、2003年には1千人の顧客をかかえるまでになった。現地のテレビ
の料理番組で日本の野菜を紹介するなどの広告・宣伝活動も行っている。 

　海外のレストランやスーパーマーケットで外国産牛肉が
「WAGYU」の表示で販売されている例がみられるため、
2007年12月から日本産の和牛であることを証明する和牛統
一マークを策定し、外国産牛肉との差別化を図っている。 
　マークは（社）中央畜産会が国内外で商標登録を申請して
おり、今後は日本産和牛肉の取扱業者等が輸出用パッケージ
に印刷し、また、販売時にシールを商品に貼るなどにより使
用し、和牛肉のブランド化を一層推進することとしている。 

　岐阜県では、香港で日本の富有柿が高級果実として販売できることに注目し、2004
年度に全農岐阜県本部や県食品産業協議会、県等関係団体で構成される「岐阜県農林
水産物輸出促進協議会」を設立し、現地の輸入商社との商談会や小売店での岐阜県産
農産物・食品フェアを開催している。フェア開催店では、富有柿の継続販売が実現し
ており、現在は富有柿が岐阜県発祥ということや、産地としての岐阜県のイメージ付
けを行い、ブランド確立に取り組み、2006年度の輸出量は22 tに増加している。 

＊１　P10参照
＊２　［用語の解説］を参照



（６）農業の体質強化と高付加価値化に向けた多様な取組

ア　知的財産の創造・保護・活用の取組
（知的財産の創造・保護・活用により、農林水産業が持続的に発展）

我が国の農林水産物・食品は、関係者の努力をはじめ、技術、伝統、文化といった貴重な

知的財産によって成り立っており、他国に類をみない特質・強さを有している。我が国の農

林水産業が国際競争力の強化や収益性の向上により持続的に発展し、ひいては地域の活性化

につながっていくためには、知的財産を適切に保護しながら、積極的・戦略的に活用してい

くことが重要である（図Ⅱ－86）。

（知的財産戦略に沿って各種施策を推進）

このため、2007年３月に「農林水産省知的財産戦略」＊１が策定された。同戦略に基づき、

研究開発を活用した新需要・新産業創出、生産者や現場の指導者のための「知的財産取扱指

針」の作成、権利侵害への対応強化、農林水産業者等への意識啓発・知識の普及をはじめと

する具体的施策が推進されている（図Ⅱ－87）。
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図Ⅱ－86 農林水産分野の知的財産

知的財産権の例 知的財産権以外の重要な知的財産 

●育成者権 
 （植物の新品種の保護）  
●特許権 
　（カボチャの空中栽培の方法、有用 
　機能が解明された遺伝子等）  
●実用新案権 
　（長いもを形良く育てるパイプ等）  
●商標権  
●意匠権 
　（使いやすいせん定ハサミ等） 

●古くからある農業技術 
 
●古くからある植物品種（コシヒカリ、ふじ等） 
 
●和牛等の動物の遺伝資源 
 
●ブランド（地域ブランド、企業ブランド等） 
 
●食文化・伝統文化 
 
●人々の手によってつくられた農山漁村景観 

資料：農林水産省作成 

図Ⅱ－87 農林水産省知的財産戦略における主な施策

資料：農林水産省作成 

1．創造・活用 

2．保護 

3．普及啓発・人材育成 

●研究開発を活用した新需要・新産業創出 
●遺伝子特許の取得と新品種創出や育種改良の促進 
●研究ニーズの発掘と研究成果の実用化促進 
 （１）農林水産知財ネットワークの構築 
 （２）新分野開拓に向けた連携強化 

●生産者や現場の指導者のための知財取扱指針作成 
●地域資源の発掘、再認識によるブランド化・事業化の促進 
 （１）身近な景観や食文化等地域資源の再発見・活用 
 （２）地域ブランド化への支援 

●日本ブランド対策 

●権利侵害への対応強化　　●海外での育成者権保護強化　　●海外での侵害に関する相談窓口の設置 

●農林水産業者・研究者・普及指導員等における意識啓発、知識の普及 

生産現場・農山漁村 研究・技術開発分野 

海外 

＊１　農林水産省知的財産戦略本部において策定



（知的財産を活用するための研究・技術開発、産地育成を推進）

近年、血圧上昇抑制作用の効果が期待されるGABA
ギ ヤ バ

を多く含む巨大胚芽米や、肝機能改善

作用の効果が期待されるアントシアニンを多く含んだ紫サツマイモ、生糸を活用したUVカ

ット繊維等、機能性成分を有した様々な新食品や新素材の開発が行われている。これらの市

場の規模を2010年度までに700億円程度とすることを目標として、新たな研究、技術開発、

実用化、産地育成が推進されている。

（生産現場での知的財産の活用等や地域ブランド化を戦略的に推進）

一方、生産現場でも知的財産の創造・保護・活用が図られている。「農業の現場における

知的財産取扱指針」（2007年８月策定）に基づき、技術・ノウハウ等の発掘・創造・保護が

推進されるとともに、「農山漁村の郷土料理百選」の選定が行われるなど、地域資源の発掘

にも力が注がれている。

また、地域が真に力のある「地域ブランド」を確立していくには、生産・品質管理、名称

管理、マーケティング力の向上等一貫した取組を行うことが重要である。このような地域の

取組を応援するため、取組主体や支援者が情報交換したり、成功事例の収集・発信を行った

りする場として、2007年11月に「食と農林水産業の地域ブランド協議会」が設立された。

今後、地域ブランド化の取組全体について一貫してアドバイスするプロデューサーや専門

家の招へい、調査や機器整備等の支援が行われる。

（知的財産の保護強化が必要）

知的財産の創造・保護・活用を推進するため、育成者権審査の迅速化、権利侵害対策支援

の充実強化等により、植物新品種や家畜の遺伝資源の保護を強化する必要がある。特に、育

成者権が知的財産権として定着し、価値が高まる一方、侵害事例も多数みられることから、

2007年５月に種苗法が改正され、罰則を強化するなど侵害対策が強化されている（図Ⅱ－88）。

また、東アジアでは品種保護制度の整備が遅れていることから、我が国が提唱した「東アジ

ア植物品種保護フォーラム」の設置について、2007年11月にASEAN10か国と中国、韓国が

賛同し、今後、新品種の審査・登録手続きの統一等を図っていくこととされている。
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図Ⅱ－88 育成者権者が受けた権利侵害事例の内容

資料：（社）農林水産先端技術産業振興センター「育成者権に関するアンケート調査」（2006年3月公表） 
　注：育成者権者2,055人を対象として実施（回収率26.1％） 
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国内での種苗の無断増殖と収穫 
物の販売 
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イ　研究・技術開発の推進状況
（農業・食品分野の研究・技術開発は様々な分野で期待）

農業や食品分野における研究・技術開発は、競争力の強化や付加価値の創出・向上をもた

らすだけでなく、農林水産分野に加えて医療・工業の分野も含めた新たな需要を創出するな

ど、社会的に貢献することが期待されている。このため、食料・農業・農村に関する様々な

政策課題に対応して、国、独立行政法人研究機関、公立試験研究機関等の研究勢力を結集し

ながら、様々な研究・技術開発が進められている。

（省力・省エネ・コスト低減に資する研究・技術開発の実施）

効率的、安定的な農業経営の育成に資するため、省力・省エネ・コスト低減を図る生産シ

ステムの開発をテーマとし、生産性の大幅な向上に向けた研究・技術開発が行われている。

例えば、慣行の水稲栽培では、春先の短期間に代かき、移植等作業が集中するとともに、

作業工程ごとに機械が必要である。これに対し、耕起作業を省略し、乾田状態のままは種機

で種籾をまく不耕起乾田直播栽培を導入することで、代かき等が不要となり、労働時間が慣

行栽培より10ａ当たり６割減の６時間で済む事例も報告されている。この場合、水稲・麦・

大豆での汎用利用が可能なは種機を用いていることから、機械稼働面積の拡大による機械費

の低減効果も期待される（図Ⅱ－89）。

また、漏水が激しく、これを防ぐために代かきが欠かせない水田では、農閑期の冬期に代

かきを済ませ、春に乾田直播を行うことで、育苗が省略できる。加えて、移植に比べては種

の作業速度が高いことにより労働の集中が軽減され、10ａ当たりの労働時間を３割削減でき

る事例が報告されている。

さらに、施設園芸経営のコスト低減に向けては、施設の設置コストの削減、収穫作業の省

力化等が求められている。このようななか、近年、従来型の鉄骨ハウス並みの強度で設置費

が６割程度となる低コストハウスが実用化された。また、いちごの栽培では、画像解析によ

り一果実ごとに着色程度を認識し適期収穫を行ういちご収穫ロボットやパック詰めロボット

が開発されつつあり、10ａ当たり1,800時間と多大な労働の一部代替が期待されている。
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図Ⅱ－89 省力・省エネ・コスト低減に資する研究・技術開発の事例

水稲・麦・大豆不耕起栽培技術 

労働時間/10a

水稲 小麦 大豆 

いちご収穫ロボット 

パック詰めロボット 

いちご収穫・調整ロボット 

16
12
8
4
0

慣　行 

不耕起 

労働時間の削減効果（茨城県での事例） 

・不耕起は種では、前作の藁を切断し 
　ながら、溝を切りは種。 

・水稲・麦・大豆のは種ができ、収量 
　はいずれも慣行とほぼ同じ。 

5 cm

種子 

溝切り部 
藁 

資料：（独）農業・食品産業技術総合研究機構資料、栃木県農業試験場資料を基に農林水産省で作成 

わら 

不耕起は種作業 



（食料・環境・エネルギー問題の解決に貢献する新品種を開発）

我が国主導の国際研究により、2004年にイネゲノム全塩基配列（約３億７千万塩基）の解

読が達成された。この成果を活用して、重要遺伝子の機能解明を進めるとともに、DNAマ

ーカー育種技術や遺伝子組換え技術等の革新的技術を利用して、2010年度までに50件程度の

新品種の創出を図るとともに、さらに飼料やバイオマスの原料として超多収イネや複合病虫

害抵抗性イネ等の開発が行われている（図Ⅱ－90）。また、乾燥等から植物を守るための指

令を発するDREB
ド レ ブ

（環境応答因子）遺伝子を活用した乾燥や塩害に強い小麦の開発や、カド

ミウム等土壌の汚染物質を効率的に吸収する作物の開発、エタノール転換効率を高めるため

のリグニン含有率の低いバイオマス作物の開発等が進められている。

（食の安全と消費者の信頼確保に向けたリスク管理技術や品種判別技術を開発）

食品に対する消費者の信頼確保や育成者権の保護という政策課題に対応して、農林水産物

の品種、産地等を判別するための様々な研究が実施されている。現在、DNA分析により米

や果実をはじめとする多くの生鮮品の品種判別が可能になっており、判別が難しい加工品の

技術開発が進められている（図Ⅱ－91）。

また、鳥インフルエンザやBSE等の人獣共通感染症については、人への潜在的感染リスク

を最低限に抑制するとともに、畜産農家の経済的損失の低減化を図る技術の開発が求められ

ている。このため、検査技術の迅速化や病原学的・疫学的知見を集積することにより、現在

実施されている防疫措置の高精度化、効率化を図り、感染リスクの低減と防疫措置にかかる

農家の経済的損失や行政コストの低減を図る取組が進められている。
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図Ⅱ－90 食料・環境・エネルギー問題の解決に貢献する作物開発の事例

資料：（独）国際農林水産業研究センター資料を基に農林水産省で作成 

○複数の病害虫に抵 
　抗性をもつ作物 
○劣悪な環境でも生 
　育可能な作物 

○汚染土壌を効率的 
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食　料 環　境 エネルギー 

図Ⅱ－91 食の安全と消費者の信頼確保に向けた研究・技術開発の事例

品種判別技術 人獣共通感染症のリスク管理 

資料：（独）農業・食品産業技術総合研究機構資料を基に農林水産省で作成 
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